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V-High跡地における放送通信融合の
本格的な検証用テストベッドの実現へ

2019年1月25日

IPDCフォーラム

総務省 放送を巡る諸課題に関する検討会
放送用周波数の活用方策に関する検討分科会第3回資料

IPDCフォーラムのご紹介

通信と放送の融合を見据え、配信経路を問わないシームレスなコンテンツデリバリーを目指し、
技術的見地での検討を行っております。

https://www.ipdcforum.org

■幹事社
営電株式会社
株式会社SCSK
関西テレビ放送株式会社
株式会社TBSテレビ
日本電気株式会社
株式会社ネクストウェーブ
株式会社博報堂DYメディアパートナーズ
株式会社毎日放送
讀賣テレビ放送株式会社

会員者数 2019年1月現在 44社

■代表
慶應義塾大学大学院

メディアデザイン研究科 教授
中村 伊知哉

■顧問
一般財団法人 情報通信技術委員会
事務局長
稲田 修一
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IPDC方式は、既存のデジタル放送の仕組みを活用し、放送サービスに影響を与えることなく、インターネットで使われる
ファイルやストリーム映像の配信、さらにはM2Mなどの制御系コマンドの一斉配信などが実現可能。

放送の特徴である一斉同報性を活かした防災分野への活用や、IoT分野への活用、4Kネット配信への活用等、
様々な活用領域に広がってきております。
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■規制改革実施計画からの要請(2018/6/15閣議決定事項から) 
V-High帯について、放送と通信の融合時代に相応しい
新たなサービス・ビジネスモデルの創出を視野に入れた活用方策を
検討すべし

■欧米での放送通信融合型の検討の加速⇒後述参照
北米等ATSC3.0や欧州DVB-Iなど、日本の先を行く
放送通信融合が急速に加速している
我が国でもIP化の進展を積極的に取り入れる方向への転換が急務

■ローカル局の在り方が問われている
2Kの放送ネットワーク資産の最大有効活用による新しい
ビジネスモデルの創出が喫緊の課題
防災減災も含め、民放として地域のための情報発信力の強化
(地産地消の強化)が急務

本ご提案の背景認識について
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■V-High跡地については、民放ローカル局や通信事業者も参加しながら、
様々な「放送通信融合の方式や事業アイディア」を具体化し、実証し、
評価するためのテストベッドとして、当面の間⁽*⁾、活用してはいかがか？
⁽*⁾ いきなり直ぐに特定の用途に割り当てるのではなく、本格利用の目途がたつまでの
当面の間という意味

これによる意義や政策的な狙いとしては、
・(従来の発想に捉われずに)日本型の放送通信融合の在り方を探る
・成立しそうな新規ビジネスアイディアを順次実サービス化へ結び付けていく
⇒具体化には現行の2K放送網でもIPDC技術を活用することにより実現可能
・これにより地デジ(既存資産)の積極的な活用による、ローカル局の
経営基盤の強化にも貢献
・放送帯域幅のさらなる有効活用へのインセンティブにもつながる
・V-High帯の新たな活用アイディアの発掘にも貢献

ご提案
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波
(放送局)

ブロードバンド(5G、光、他)
(通信事業者を活用)

放送局
二次利用者

IPで共通化
⇒one platform化が容易に

相互補完関係を構築
・エリア補完、コスト補完、
・オフロード(アクセス補完) etc.

シナジー効果
新規ビジネスモデルの創出

波
(放送局)

放送局

放送局だけに閉じる
垂直統合型

【新たな考え方を導入】
二次利用を解禁、ブロードバンドとの共存必須

【従来の考え方】
電波前提での垂直統合型

コンテンツ
提供

インフラ
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ATSC3.0に見られるこれからの放送通信融合の考え方

日本

アメリカ

韓国
(参考)

【日本、アメリカ、韓国のVHF、UHFの放送用周波数割り当ての現状】

V-High帯域

222207.5

ISDB-T

470 710

JPN 11ch

ATSC1 or 3.0

174

USA 13ch

ATSC1 or 3.0

470 608

174

T-DMB
216

ATSC1 or 3.0
771 

韓国では2027年までにATSC3.0に完全移行予定

※各数値は周波数で単位はMHzです。

210 216

210 216

11 22 33

470

VHF帯域 UHF帯域
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JPN11とUSA13は”同じ周波数”のため、ATSC3.0の受信機で受信可能と考えられる。

・・・

・・・

・・・

ATSC3.0で使われている受信機が日本のV-High帯域でも
使えるのではないか？

日本でより良い規格を検討するため、テストベッドではATSC3.0の検証も実施

日本型の放送通信融合の在り方を探るためには、ATSC3.0はベンチマークすべき規格
のうちの1つ。ちょうど周波数的にも同じ帯域。テストベッドにおいては実際に導入検証の
実施も可能。
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放送局

ケーブル網
STB

テレビ スマホ

PC

スマホ

デジタル
サイネージ

Beacon Cast Box

Beacon Cast Box

V-High跡地
(ISDB-T方式でOK)

既存の放送網 IP over RF(ISDB-T) Bluetoothプッシュ

屋外

宅内

【テザリング型放送の事例】

V-High跡地＋Bluetoothプッシュ⇒全てのIPデバイスへのプッシュを実現

V-High跡地であればこそ、テザリング型放送という新たな概念が必要

個別の受信機開発負担を極力なくし、スマホを対象としたサービス検討を進めるためには、
テザリング型の放送を積極的に導入することが得策。

PC

LPWA等

デジタルサイネージ

スマホ

abc33

12-34

バスや電車内

MP4プレーヤなど

Bluetoothによる
プッシュ配信

■テザリング型放送のメリット
・通信を使わないプッシュ⇒輻輳に強い、同時大多数への一斉同報に効果を発揮
・最新のIPデバイスへのリーチも可能、防災減災やインバウンド対策にも有効

V-High跡地/IPDC(ISDB-T)

テザリング型放送を活用したスマホ向けのサービス検証のイメージ
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テレビ信州

Goolight

RF
2K

直接電波で地デジを
受信している家庭

受信機

HDMI 2K

CATV経由で地デジを
受信している家庭

地デジ再送信

長野県内全域
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ナロー
キャスト

ナロー
キャスト

同時再放送同意書※
PT(パススルー)方式
OFDM(22CH)

RF2分配器

STB

受信機

RF2分配器

新設
既設
HDMI/LAN

BeaconCast
Box

LAN

LAN

ナロー
キャスト

・災害情報
・減災情報
・公共情報

ローカル局による取り組み事例 ～現用設備の一部で実証実験を継続中～

ナローキャスト
受信機

BeaconCast Boxナローキャスト受信機

観光情報の配信
屋内サイネージ

テレビ信州は、限られた地デジの
帯域を駆使し、新規ビジネスモデル
開拓に向けた取り組みを推進中
※現用設備でもあり、限られた範囲での
取り組み。テストベッド活用が望まれる。

テレビ信州は2013年にナローキャスト放送という
名称で地デジでのIPDCを開始、
公共情報の配信などをサービス中

長野県内で商用サービス中

危険！
避難開始

危険！
避難開始

ナロー
キャスト

今回の実験では実施
していない部分
ただし、既存の放送には
なんら影響はない
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様々なビジネスモデルのアイディア

BeaconCast経由で
スマホへも情報配信

多言語へも対応

V-High跡地を活用し、
様々なビジネスモデルへ
の取り組みを加速する
ことが期待される。

Disaster
Information！

V-High跡地
IPDC活用

カーナビ等車載向け機器の
アップデート情報の配信

災害情報

街の情報や
防災減災情
報を配信

街の情報や
防災減災情
報を配信

災害時の
自販機の
無料化

災害時の
自販機の
無料化

災害時の水
門の開閉
災害時の水
門の開閉

公共交通機関への
情報配信
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竹芝特区にてV-High跡地を用いた
放送通信融合型テストベッドの実現を！

♪♪

IoT機器制御に活用 多言語でもOK防災減災にも有効

竹芝国家戦略特区において放送通信融合型テストベッドの実現を

パブリックビューイングでの活用

もちろん2020オリパラでの実践投入も視野に！！
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■V-High跡地を、当面の間、電波特区としてテストベッド活用
■我が国における本格的な放送通信融合の加速を推進
→欧米のように放送と通信の経済合理性から見た補完関係の
早期確立を

■民放、特にローカル局やケーブル局こそ積極的に参加できるテストベッド
→地域のための放送、地産地消メディアとして、防災減災にも有効
■あわせて新規ビジネスモデルの創出にも貢献
→即座に既存の放送ネットワーク(2K放送網)資産での実践導入にも
活かせる

→海外のISDB-Tシステムへの活用も視野に入れ
■並行して、V-High跡地として恒常的に有効なシステムの選定も進めつつ
■2020での実践投入、2025大阪万博での活用、そして全国展開へ

まとめ
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参考① 米国の次世代放送規格ATSC3.0の分析

特徴1： ひとつのWEBアプリで、放送も通信も視聴できる
(UIの共通化）

特徴2： DASHは、放送でも通信でも送れる
（伝送路を問わない）

特徴3： MMTは、放送での送出に限定
（※本来は、通信とのシームレスな連携のための規格）

特徴5： 通信は、ユニキャスト(TCP)に限定特徴4 ： 電波方式は効率化を追求して刷新

特徴6： 放送でのDASH配信はFLUTE相当の仕様で
マルチキャストして、WEBサーバ（ユニキャスト）で受け渡し
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参考② 日本型の放送通信融合規格の考察

地上波(ISDB-T)の物理層に、高度BSで実現されているIPパケット伝送方式を載せる。
さらに、通信での光ファイバー等のマルチキャスト網も統合的に利用。
ひとつのアプリで、放送・通信ともに、MMTとDASHを利用可能に。

特徴6：現ISDB-Tの規格範囲（MIMOを除く)

特徴1：ひとつのWEBアプリで、放送も通信も視聴できる(UIの共通化）
特徴2：DASHは、放送でも

通信でも送れる
さらに通信のマルチ
キャストにも対応

特徴3：MMTは放送だけで
なく、通信にも対応

特徴4：
放送やマルチキャスト
でのDASH配信は
FLUTE仕様で
マルチキャストして、
WEBサーバ
（ユニキャスト）で
受け渡し

特徴7：通信はマルチキャストも活用

特徴5：高度BS
仕様に準拠

147



BeaconCastとは、Bluetoothを活用したプッシュ配信を実現するシステム。IPDC-F
では東京大学中尾研究室とともにテザリング型(放送波経由)の開発を推進中。

BeaconCast BOX

基本的な
システムイメージ

Bluetooth
(通信事業者契約なし)

RF(放送波)

東京大学 中尾研究室開発

テキスト/音声/
簡易映像など

放送局

SIM
SIM 通信事業者との契約は不要、

SIMがなくても大丈夫！
→インバウンド(海外からのお客様)向けの
情報プッシュメディアとして最適SIM不要

一斉同報に効果発揮！
だから一度に大多数に送れる
もちろん、緊急時の防災減災にも！

⇒WiFiの弱点克服が可能

BeaconCast WiFi

同時接続規模
(基地局当り)

同時大多数が可能 少～中人数
ただし人数が増えると速度が低下
するなどの問題が発生する

伝送容量 △
テキスト情報や静止画中心

◯
写真や動画も可能

接続性 ◯ ×～△
接続に時間と手間がかかる場合あり

安定性 ◯ ×～△
混み合うと接続できない場合がある

カバーエリア
(基地局当り)

○
100m程度

◯
室内100m程度

BluetoothとWiFiの比較
BeaconCastの強みは、

・WiFiよりも確実に届くこと
・プッシュにより(WiFiでは難しかった)
”気づき”を与えられること
・そもそもWiFiがなくても最低限の情報を
届けられること
・さらにセキュアなフリーWiFiへの誘導
(接続手順の簡素化)にも効果を発揮

参考③ テザリング型放送を実現する“BeaconCast”とは？

15
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DCBA(デジタルコミュニティ放送協議会）

放送を巡る諸課題に関する検討会
｢放送用周波数の活用方策に関する検討分科会｣

DCBA 公開ヒアリング提出資料

2018年12月21日 DCBA作成

2

デジタルコミュニティとは

9



DCBAとは
デジタルコミュニティ放送の実現に向けての制度整備および環境整備を目的に
平成26年6月に設立。

・制度設計の調整、送受信技術開発、制度整備に向けての検討や実証実験。
・ARIBの標準規格作成への協力、運用着て作成のための機関として。
・デジタルコミュニティ放送への理解・促進活動、放送局設立に対してのサポート。

主な役割

デジタルコミュニティ放送の方向性

・共有する生活圏内・コミュニティ圏内をエリアとする地域に密着した放送エリア。
・自治体・コミュニティ放送局・ケーブルTV局・タウン誌等地域においての情報発
信機能の連携と融合。
・IPDCを活用したインターネットとの融合による情報表現の高度化。
・地域の安心・安全のための利用。

会員社

コミュニティＦＭ事業者 １７社
その他（放送機器製造会社、通信機器製造会社 等） ２８社

4

１．提案内容について

(1)提案するシステムの名称及び概要

デジタルコミュニティ放送

市区町村をまたぐ生活圏エリアの市民生活の強靭化に資する情報伝達の高度化をサポート

する為のデジタル放送。

現在のアナログ放送（コミュニティＦＭ）では困難なサービスを実現し、より地域の役

に立つ情報配信、放送と通信融合化時代に適した放送を目指す。

(2)参入主体（免許人）として具体的に想定される者

ＣＡＴＶ事業者

コミュニティＦＭ事業者

地方自治体（第三セクター含む）

学校法人

企業（地域の新聞社、サイネージ等を行う広告社）

等

10
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２.サービスについて(1)

(1)想定しているサービスの内容及び需要見込み

音声サービス・簡易動画サービス・データーサービス及び車載受信を想定

音声サービス・簡易動画サービスについては、一斉同報で行うことによって、放送の公共性に

資する他、多チャンネルが可能なことから、多言語チャンネルや市区町村別のチャンネル、

地デジの１セグと同じ簡易動画、あるいは、４Ｋのような高解像度静止画の配信など、

地域のニーズに合わせて複数チャンネルの使用が可能。

データサービスは、蓄積が可能なことから、広報紙や地方紙を紙面のまま送ることも可能。

教材をグルーピングごとに送ることも可能。アプリと組み合わせることによって音声読み

上げも可能。

(2)想定するサービスエリア

市区町村などの生活圏、観光圏等のエリアを中心にした放送。

6

２.サービスについて(2)

(3)サービスの開始に向けた計画及び想定される課題

放送波は、国民の共有財産であると認識しており、放送波を使用するサービスにおいては、

周波数の使用計画があり、実体化していくことが望ましいと考えています。

市民生活の強靭化においては、災害時に迅速かつ正確な情報伝達が必要となります。

一番懸念される事態としては、就寝時に起こり得る災害であるため、屋内受信でかつ、

１ｍ（ベッドの高さ）において、受信機が自動起動するに必要な放送電波の到達が必要と

考えます。

11
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３．制度・技術面について(1)

(1)VHF帯の使用を必要とする理由

76MHz～90MHzにてコミュニティＦＭ放送が行われており、ほぼ同等のエリアサービスが
見込めること、特にV-Highは諸外国でも放送利用されている周波数である為です。

(2)希望する無線局の種別及び無線局の目的

地上基幹放送局 放送目的

(3)利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、チャンネル数（番組数）※、送信出力、通信
方式並びにそれらの理由※複数チャンネル（番組）の利用を想定する場合

周波数：207.5～210MHz（案）の2.5MHz
この場合５セグメント分の周波数となり、各地にて干渉を避けた周波数を割り当て

運用可能としたいと考えております。

210MHz～222MHzについては本方式以外の6MHzの放送方式が２ch確保できると
考えられます。※ガードバント等を考慮しない場合。

占有周波数：468kHz（１セグメント形式）
チャンネル数：400kbps程度の伝送容量

音声の例だと３（128kbps）～８(48kbps)サービス程度可能です。

8

３．制度・技術面について(2)

(4)周波数の有効利用に関する取組

従来のアナログでは１波１事業者の運用が基本であったが、ハード、ソフト分離により

１ハード事業者に対して、複数のソフト事業者の参入が可能です。

SFN（Single Frequency Network）が利用可能です。

(5)国内・国外における技術開発動向

ISDB-TはITU-R勧告BT.1306 System Cの放送方式の国際規格となっており、日本だけでなく、
ブラジルなど18か国で利用されている方式です。受信ＩＣとして安価な１セグ受信チップが
地デジ放送用として開発済みであり利用できます。

(6)技術基準等の制度整備に向けて想定される課題

屋内受信がある程度可能な送信出力での免許を希望します。

過去のＶ－ＬＯＷでの実験から１セグメント形式で２０Ｗ以上の送信出力がないと、現在の

コミュニティＦＭと同等な受信エリアの確保が難しいことが判明しています。

12
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３．制度・技術面について(3)

(7)今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、場所及び期間

既に実証実験等は何度も行っていますので新たな実験の希望は特にありません。

デジタルコミュニティとしては、2012年3月から2013年3月まで、逗子・葉山で
V-LOW帯域、最大20Ｗの伝送実験を行っています。
その他、V-LOW帯域ではラジオのデジタル化の為の実験が数多く行われました。
（例：東北放送、福島県喜多方など）

また、ＩＰＤＣフォーラムと共同での放送と通信サービスの融合実験やデモを各地で多数

行っております。

※ハートネットワークにて ※キャッチネットワークにて

10

参考資料

デジタルトランスフォーメーションは放送にも必須

多くの企業は生き残りをかけて必死にデジタルトランスフォーメーションに取り組んで

います。放送も地方創生を担う重要なインフラであり、いまだ行われていないラジオの

デジタル化はそれらを支えるために必須であると私たちは考えております。

以降の資料は、ヒアリング項目に対する回答を検討する時の元となる考え方をまとめ

た資料であり、ヒアリング項目と一緒に公開いたします。

13



11

ラジオはISDB-Tsb方式になりますが、TVの１セグと基本同じ方式なので同じ受信
チップが利用でき開発済みである点が、ICの設計開発に莫大なコストがかかる点
から考えても大きな魅力です。一番お金がかかる部分が開発済みの為、受信機は

安価に開発可能です。

ちなみに、ＩＳＤＢ－Ｔは国際規格（ITU-R勧告BT.1306 System C）であり、日本以外の多
くの国で利用されています。

受信機が数年後全く使えなかった、いざという時に利用しようとしたら使えなかった

ということがほとんどないのが放送のメリットです。つまりレガシーなシステムです。

例えば車載の受信機など、買い替えが困難な場所に組み込まれている通信機器も

多いが、放送であればレガシーなシステムで使い続けることができるという大きなメ

リットがあります。

ISDB-Tは古い方式ではなくレガシー

12

三重県尾鷲市 オワセグ (1台約16,000円)

V-LOW V-ALERT対応防災ラジオ(1台16,200円）
ただし、静岡県焼津市の場合、市の補助13,200円を利用すれば市民は3000円で購入可能です。

※オワセグの写真は一般財団法人 消防防災科学センター発行の資料より引用

※防災ラジオの写真はi-dioホームページより引用

地方行政の防災端末として専用の受信機を安価に作るケースもよく見られます（以

下に具体例あり）。また、テレビ（ＵＨＦ）の１SEG音声のみを受信できる１ＳＥＧラジ
オも３０００円程度で市販されています。

受信端末の普及は大きな課題ではない

地デジのホワイトスペースを利用したエリア放送のサ

ービス。

V-LOWマルチメディア放送のサービス。

14



13

実は防災ラジオ大人気なんです

※記事は 埼玉新聞 https://this.kiji.is/439910079979258977 より引用
※ 写真は 戸田市ホームページ https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/121/anshin-bousairadio.html より引用

14

政府が進めているSociety5.0は、私たちの生活がより放高度なデジタル社会になることを意
味しており、この視点からも地域の放送波がデジタル化することで地域の足腰が強くなると考

えます。

デジタル化することにより、スマホとの連携（LTE,Wi-Fi,Bluetooth)が可能となり、新たなイノベ
ーションが生まれ、AIとの連携もデジタルなら可能になります。

全てのデバイスがデジタル化をしていくなかで、ラジオは、レガシーといってもアナログのままで

は、いずれ取り残される危機感を抱いています。

すでに、アナログラジオのエリア内にいるにもかかわらず、インターネット配信を聞いているリスナ

ーが多数いるという本末転倒の事態が起こっています。

LTEと5Gを組み合わせたヘテロジニアスネットワークが注目されるように、放送波を下り回線、
LPWAを上り回線としてお互い強い部分を利用するヘテロジニアスネットワークも可能であり、
双方向性を利用したユーザー嗜好に合わせた放送サービスも可能です。

デジタルトランスフォーメーションは放送にも必須

15
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大量の視聴を可能にするためにはCDNが必要であり、最近はネットワークを利用したマルチキャスト配信
も始まっていますが、高額なサービスです。仮に地域で同じようなことをしようとした場合、通信費用が膨大

になってしまい、その費用を賄う手段を地域で見つけるのが難しいと考えられます。

市民の生活と密着する情報であるからこそ、たとえ普段の視聴率がそれほど高くなかったとしても、緊急時

等に輻輳のためサービスが受けられないことは避けなければいけません。

IX(インターネットエクスチェンジ）が東京に集中するなど、通信遅延や首都直撃の災害時に関係ない地方
も影響を受ける可能性もあります。

デジタルコミュニティ放送で提案している多チャンネル、データー配信などをインターネットで実現しようとす

ると利用者にとっては、それぞれのサービスを受けるためにアプリなどの対応をする必要があります。ユー

ザビリティは決して高いものではないでしょう。

顔の見える、地名のわかる地域に「放送」という共有の財産を利用して、情報伝達することのほうが、インタ

ーネットより馴染みやすいと考えます。

地域にこそ「放送」を

16

みんなで使える
情報の地産地消インフラとして

インターネットはＩＳＰと契約すれば、サーバー１台用意すれば情報発信が可能です。安価

にスモールスタートしやすい特徴があります。

放送局は今まで周波数の免許を受けた放送事業者が独占して利用することが多かったの

ですが、デジタル化によりたくさんのデータが多重出来るため、多くの人が利用できるイン

フラとして存在することが可能となります。

小さなメディア、ビジネスにとって、安価に利用できることが重要ですが、デジタルコ

ミュニティ放送では現実となります。

情報の地産地消によって地方活性化（地方創生）につながる取り組みが可能ですし、エンタ

ーテイメント性の高い世界に通用するコンテンツだけではなく、新しいコンテンツが発掘される

ことも考え得ます。

また、イノベーションを起こすようなアイデアはスモールスタートし、どこかの地域でうまくいくこ

とにより、広がりや他業種とのシナジー効果も期待できできます。

16
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V-LOWは現在、マルチメディア放送(i-dio)が
99-108MHzを利用しています。
緑が99-103.5MHz、黄が103.5-108MHz
その他の周波数はワイドFMとして利用されています。

V-LOWは使えないの？

ブロックごとに、裏の周波数が空くことになるため、一時期デジタルコミュニティの候補地でしたが、

・i-dioが今後置局していくうえで裏の周波数を利用する可能性。
・ブロックの境界付近では干渉が起こり、どちらの周波数も利用できない。

といった運用上の問題が存在します。

マルチメディア放送は9セグメントのうち現在利用されていない３セグメント（電波としては出力されて
いる）がありますが、エリアが広く支払う利用料も高額であり、全国的な大きなメディアや大企業でな

いと参入は難しいと考えられます。

18

・複数の音声を多重することにより、多言語放送などの多チャンネル

の音声サービスが可能です。移民政策、教育利用など。

災害時に、通常の番組と災害専門番組の２サービスを行いたいとの

要求も多いです。

・防災情報の伝送も需要が多い１つである。避難勧告等は地方自治体

が発令する為、防災情報伝送は重要なテーマです。

EWSのようなピロピロ音や、ダイヤルトーンのDTMF音では
ラジオの起動信号のみだったり、津波などの数種類の情報しか

送れないため、デジタル化してより高度な防災情報（警報）

を送れるようにする必要性があります。警報が頻発しないように、

警報の対象地域分けなどの機能も求められ、情報のだしわけの

為にもデジタル化は必須となっています。

交通情報（渋滞・工事・積雪）の需要も多いです。

どのようなサービスが可能なの？

1
S
E
G
放
送

・IPDCを利用することにより、放送を利用してホームページの情報を送るなど、ネットと同じ
フォーマットのデータを送ることが可能です。

伝送容量的には100kbps程度しか利用できなくても、夜間の間に時間をかけてデータを送ることに
より、非リアルタイムの映像として高解像度のデータを送ることも可能であり、サイネージのデータ

や情報誌あるいは教育用の教材配布、IoT機器のソフトアップデートなどに利用できます。17
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今回提案する周波数利用イメージ（案）

2.5MHz 6MHz(旧TV11ch) 6MHz(旧TV12ch)

V-High 14.5MHz

テレビ放送は6MHzのバンド幅、通信ＬＴＥでは5MHzのバンド幅が基本となるため、余った部分で
デジタルコミュニティを実現したいと考えます。

※隣接とのガードバンド等は別途検討が必要かと思います。

DCBA以外の提案者の放送システムで利用（例）

ここ（2.5MHz）をデジタルコミュニティで利用（案）
1セグメント0.5MHz程度なので５セグメント分を１事業者
１セグメント、干渉しないように複数事業者に割り当てます。

222MHz207.5MHz

5MHz

ガード
バンド

32.5MHz

V-Mid
自営通信

170MHz 202.5MHz

アナログTV放送4～12ｃｈ跡地

18



Tokyo One Seg Broadcasting Co.,Ltd.

東京ワンセグ放送株式会社

第２回放送用周波数の活用方策に関する検討分科会
平成 30年 12 月 21 日

VHF-High 放送帯域を活用した
物流効率化サービス

会社概要

会 社 名

設立年月日

事 業 内 容

資 本 金

役 員

取 引 銀 行

U R L

所 在 地

主 な 沿 革

加 盟 団 体

関 係 団 体

東京ワンセグ放送株式会社

2009 年（平成２１年）5月 25 日

放送法によるテレビジョン放送事業
コンテンツ制作及び販売
放送番組の企画、編成、制作及び販売
放送時間の販売
録画物、録音物、映画、出版物の企画・制作
及び販売
音楽制作及び販売
レコードの原盤制作及び著作権管理
書籍の編集制作及び出版
インターネットのホームページ制作
システム開発
コンピューターシステムの開発及び運用等
上記事業に附帯する一切の事業

5,050 万円（資本準備金 200 万円）

代表取締役　　森　勝博
取締役　　　　関　隆司
取締役　　　　田沼　絢子
監査役　　　　伊藤　和義
※取締役会設置会社　監査役設置会社

みずほ銀行、楽天銀行、巣鴨信用金庫、ほか

www.tokyo1seg-tv.co.jp/

東京メトロ日比谷線・・・・・・・神谷町駅下車　徒歩 8分
都営地下鉄三田線・・・・・・・・御成門駅下車　徒歩 8分
都営地下鉄大江戸線・・・・・・・赤羽橋駅下車　徒歩 10 分
都営地下鉄浅草線・大江戸線・・・大門駅下車　　徒歩 10 分
ＪＲ山手線・京浜東北線・・・・・浜松町駅下車　徒歩 15 分

東京都港区芝公園 3-5-8
機械振興会館本館 B201-5
TEL     03-3433-8851
FAX    03-3433-8852

東京MXTV「うたコン」番組制作・著作
総務省・ホワイトスペース特区に認定
秋葉原エリア放送開局　（地デジ 14ch）
NEXCO東日本「ドラぷら TV」の放送番組を全て制作
茨城県行方市の市内全域を視聴サービスエリア（国内最大）とするエリ
ア放送（地デジ 52ch）の開局から運営に至るコンサル（４年間継続中）
北海道勇払郡安平町のエリア放送に関するコンサル

エリア放送開発委員会
　（事務局：ＹＲＰ研究開発推進協会）
TVホワイトスペース等利用システム運用調整協議会
　（事務局：電波技術協会内）

株式会社メディアビジネス総合研究所
特定非営利活動（NPO）法人　日本インディーズ音楽協会
一般社団法人　東京ニューシティ管弦楽団
（公益社団法人　日本オーケストラ連盟　正会員）
株式会社東京ニューシティエイジェンシー
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（人口知能）AI

１．提案内容について１．提案内容について

● 概要
　デジタル放送によるＩＰＤＣ及び通信を活用した物流効率化促進サービス

● サービス名：Logico（ロジコ）
　　※Logistics Communication

（１）提案するシステム概要および名称

1

システムファイル

団体・企業・一般消費者等

各種物流情報

IPDC 形式を使用

放送波
倉庫・物流センター

軽貨物トラック運送事業者

その他の物流インフラ

陸上貨物トラック運送事業者

各種物流インフラ

各種物流システム
物流周辺システム
各種情報データ

荷　主

インターフェース
・データサーバー
・配信サーバー

放送波

通信
ネッ
トワ
ーク

※IPDC（IP DataCas）t

１．提案内容について１．提案内容について

2

システムの概要（２）

　本システムは、地上デジタル放送波上に
IP データを乗せて配信する技術である
IPDC 方式を用い、放送と通信の得意分野を
融合した、近未来型の新しい情報メディア
を広く国民に提供し、国民の一層の安心安
全と豊かで利便性の高い生活環境の構築に
資するものです。
　放送の即時一斉同報性と通信の双方向性
を組み合わせた今までにない、新しいサー
ビスの提供を可能にすると推測されます。
　特に、国内標準（世界標準）型物流情報（シ
ステム）を放送と通信を融合させることで、
経済の根幹を支える物流（流通）の効率化
と高度化に大きく貢献するものです。
　例えば、通信販売の台頭と貨物の大手宅
配便事業者への一極集中が強まるなか、長
時間労働、ドライバーの減少と高齢化、運
賃の高騰等、物流を取り巻く社会環境は厳
いものとなっています。

　一方で、受注量が減少し、経営難の物流
事業者も多く存在しています。
　この要因は様々ですが、情報化の遅れと
いう旧態依然の業界体質、大手事業者にお
いても協力会社との情報の共有や連携が希
薄で孤立化が進行しています。情報伝達の
大半が、アナログで行われているのが現状
です。また、貨物輸送の受注は、荷主（メー
カーなどの本来の荷主）→元請け（メーカー
の物流子会社）→下請け→孫請けといった縦
社会になっています。もちろん、情報伝達は、
アナログで行われているのが一般的です。

　本システムは、国内標準化物流システム
（世界標準に準じたもの・今だ存在しない）
を事業者へ業態に合わせて提供し、事業者
と一般消費者を含む荷主間をシームレスに
情報のネットワーク化をするとともに、ト
ラックなどの輸送手段、配送センター、倉
　

庫など、事業者　各社のインフラも情報化・
共有化（シェア）するなどして、効率化・
高度化を行うものです。また、人口知能
（AI）を駆使し、全体の運用および管理を行
うことにより、物流（流通）データの集積・
解析しビッグデータの活用に繋げます。
　これを実現するため、放送と通信を融合
させた情報伝達手段が必要とされます。
　物流は国内全域をサービスエリアとする
ことから、使用する放送帯域は V-High 
(207.5MHz~222MHz・14.5MHz、33 セグ
メント ) です。受信用端末には、多機能な
専用チューナーを取り付け、視聴およびデ
ータの送受信を行います。
　さらに、通信では一般的なものとなって
いるストリーミング、蓄積型、リアルタイ
ム型の配信を放送で行います。
　また、段階的にエリア放送との連携を行
い、地域の情報化促進と活性化にも資する
もののと考えています。
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１．提案内容について１．提案内容について

3

物流を取り扱うことから、

プラットホームは国内最大へ。

付随サービスも展開。

プラットホーム
WEBWEB

・一般消費者

　※宅配便等の貨物

・一般企業

・その他

集配送依頼

●契約なし（一限荷主）

・一般企業

・WEB ショッピング運営企業

・通販企業

・ふるさと納税関連企業

・一般消費者

・その他

●契約あり

当該配布システム

集配送依頼

契約会社の
受注システム

加盟物流企業

物流インフラを共有化（シェア）
トラック・鉄道・船舶・航空機
倉庫・配送センター・その他

インターフェース 既存物流システム

企業間をシームレスに連携

標準化された

物流企業の業態に合った

物流システムを提供

標準化された

荷主の業態に合った

物流システムとサービスを提供

※インターフェース：異なる

機器・装置・システムの間を

接続して、交信や制御を可能

にする装置やソフトウェア。

・データサーバー

・配信サーバー

互換性を提供

当該配布システム

（人口知能）AI

物流ネットワークシステムの概略

　ＩＳＯ準拠の物流ＥＤＩ（物流ＥＤＩ・ＪＴＲＮ）を使用す

ることから国際的な物流戦略の構築が可能であり、我が国産

業界における国際競争力の強化に貢献するものとなります。

　物流事業者及び荷主事業者等、産業界全体を横断的に利用

可能な物流ネットワークシステムを提供するとともに、一般

消費者も利用可能にすることで、大幅な物流効率化と物流コ

スト削減、商流に至るＳＣM が可能になります。また、蓄積

されるビッグデータの活用にも期待がもたれます。

【効果】

　SCM が容易に可能となり、荷主ニーズに合った物流戦略が

構築できる／大幅な物流コスト削減が可能になる／物流・流

通におけるビッグデータが利用でき戦略的活用が可能に／積

載効率を大幅に向上させ、実車回数を減少させることが可能

になる／輸送効率が高くなり二酸化炭素排出量が大幅に削減、

環境改善に効果がでる／鉄道等モーダルシフトへの移行がス

ムーズになる（環境に貢献）／非常時において自社物流が遮

断された場合、物流企業及び荷主企業への物流機能代替サー

ビスを提供できる／緊急物資輸送が迅速にスムーズに行える

／物流事業者間の連携が容易に可能となり、効率的な配送が

できる／資金力の弱い零細物流事業者においては、大手物流

事業者と同様なサービスを顧客に提供できる／既存インフラ

（施設・設備・車両・船舶・航空機等）の共用利用で、最小限

の投資で構築できる。

１．提案内容について１．提案内容について

4

クラウド

一般荷主企業・団体

一般消費者 ※モバイル端末からも
集荷依頼を可能にする。
（専用アプリ）

物流事業者間における物流システムの
ネットワーク化（相互接続）を行う。

オペレーションセンター

海外の荷主企業・団体
一般消費者

ＩＳＯ準拠の物流ＥＤＩ

データセンター

標準化物流ネットワークシステム
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１．提案内容について１．提案内容について

5

【物流システム標準化の意義】
１．国内において、究極的な物流効率化により国内産業経済

の活性化を図るとともに、災害時における緊急物資輸送を円

滑かつスピーディーに行える物流ネットワークの提供など、

国内の基幹的社会インフラとして、強力に社会貢献を果たす

ことにあります。

２．ＩＳO に準拠した物流言語を使用するなど、世界で初め

ての「世界標準の基幹物流ネットワークシステム」を、我が

国が世界に先駆けて開発・運用・世界に供給（利用させる）

ことで、国際的な経済競争に打ち勝つための戦略的物流ネッ

トワークシステムであるという側面を兼ね備えています。

３．本システムは、国内の各物流事業者が独自に運用してい

る現状の物流システムを本システムのネットワークに接続す

ることにより、複数の物流関係事業者との相互連携や、大幅

な物流効率化とコスト削減を図ることが可能になります。ま

た、荷主事業者側のシステムとの互換性を持つことで、産業

界を横断した物流ネットワークを形成。物流戦略の立案・実

践など、大きな付加価値を創出することが可能となります。

４．さらに、独自の物流システムを所有しない中小零細事業

者（物流系・荷主系）に対し、その業務に必須である物流ネッ

トワークサービスを提供することにより、物流産業界の活性

化はもとより、荷主側産業における競争力の増強にも繋がる

など、多面的に大きな効果が期待できます。

５．一元化されたネットワークシステムを物流事業者、荷主

事業者、一般消費者が利用することにより、物流系ビッグデー

タの活用、ＳＣM（サプライチェーンマネジメント）を可能

にするなど、多くの戦略的メリットとともに、国内最大級の

基幹物流ネットワーク網の構築・世界標準としての運用が望

まれています。

【SCMとは】

原料・部品や資材から商品を生産し、卸や小売りなど流通を経由

して顧客に届けるまでのモノの流れを「サプライチェーン」と呼

びます。サプライチェーン・マネジメントとは、一連のモノの流

れを正確に管理（マネジメント）することによって、チェーン全

体の経営効率を最適化する経営手法のこと。

１．提案内容について１．提案内容について

6

究極のＳＣＭを可能にする標準化
物流ネットワークシステム

究極の SCM

J 運輸

I 運輸

LOGICO
戦略情報システム

原材料
工場

メーカー

問屋

小売店 消費者

倉庫

A社
B社

C社

D社

L運輸

K運輸

H運送

G運送

E社

F社

決済金融機関

利用料金等

　図は、一般的な商品等の流
通経路を示しています。
　企業努力でメーカー直送な
ど流通経路の合理化を行って
いるところもあります。
　しかし、図のように A 社か
ら F 社まで全て取引がある、
という企業は皆無でしょう。
　さらに、A 社と B 社を繋ぐ
G 運送は別会社であったりと
取引の一元性はほとんど無い
のが現状です。
　安価で、業態にあった物流
システムを提供して、情報を
繋げて行くことで、究極の
SCMの実現を可能にします。

　当社が提供する SCM（サプライチェー
ンマネジメント）の考え方は、物流に視
点を当て、物の流れを一貫して追跡し、
データ化し利用するものです。
　一般的に商取引は、物の流れ（流通）
過程の中で部分的で完結しています。例
えば、「メーカーと問屋」、「問屋と小売店」
のように、流通過程が小刻みの関係が一
般的です。このような状態では、SCM を
提供することは至難の業です。
　標準システムは調達物流から一般消費
者（川上から川下）に至るまで、一貫し
た情報データの蓄積・利用を可能にする
ものです。
　また、集積されたビッグデータは、多
面的、複合的に利用することで、更なる
付加価値を創出するものです。
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１．提案内容について１．提案内容について

（２）参入主体

7

設立準備中

東京ワンセグ放送株式会社 日本ユニバーサル放送株式会社

放送事業
利用運送事業（物流事業）

※貨物利用運送事業とは、貨物の運送を業として有
償で運送する事業のうち、実運送事業者の行う運送
を利用して行う事業。
実運送：貨物自動車・鉄道・航空・船舶

グループ会社

２．サービスについて２．サービスについて
（１）想定しているサービスの内容及び需要見込み

8

（１）需要見込み

　顧客は、陸海空の実運送事業者、地方自治体（ふるさと
納税の物流）、一般企業、一般市民等。効率化・高度化物流
システムを提供し、ローコストと利便性を追求。専用のプ
ラットホームでメディアビジネスを併せて展開。
※左表は、陸上貨物運送事業者に対しての需要供給で試算
したものです。

（２）既存システム・既存サービスでの対応

１）物流システムにおいては、企業単体のみで使用するも
のが主流で、企業間のネットワークを構成するシステムは
存在していません。
２）企業間ネットワークを組む場合、企業間のセキュリ
ティーをどうするかが課題となります。必要な情報だけを
放送で一斉同報（IP により視聴エリアを複数に分けて放送
することも想定）することのほうがが効果的です。
３）放送の場合、受信側のデータ伝送速度は通信より劣る
という考えが一般的です。しかし、受信側のシステム機器
を複数で構成し、それぞれが決められた IP 信号だけを受信、
同時に主装置がバラバラの IP データを一体化することによ
り、無限大ともいえる通信速度が可能になります。

宅配個数は、

売上予測
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２．サービスについて２．サービスについて

（２）想定サービスエリア

（３）サービス開始に向けた計画及び想定される課題

9

●全国（物流事業を行うことから）

●サービス開始：２０２０年のサービス開始を目指す。
●想定される課題：ＩＰＤＣが地上波では初めてなので、
　不具合等問題が出ないかの実証が必要。

３．制度・技術面について３．制度・技術面について

10

●広域でのサービス
●フェージングが無い
●基地局コストが安い
●トラック等の移動体に最適

（１）VHF 帯の使用を必要とする理由

（２）希望する無線局の種別及び無線局の目的

（３）利用を希望する周波数、占有周波数幅

●無線局の種別：特定地上基幹放送
●使用目的：物流の標準化・効率化・省力化

●周波数：207.5～222MHz（全帯域）
●送信出力：（主な送信所）札幌 5kW・東京 10kW・名古屋 5kW・大阪 10kW・福岡 5kW
　　　　　　　　　　　　※サテライト 10～100W
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について

11

●ＩＰＤＣ方式により、災害・緊急専用チャンネルを設けます。　※TS 

●ＩＰＤＣ配信にのみ使います。放送ではないので番組表はありませんが、逐次データ更新時に
　タイムシャアリングによりバンド幅にあわせて送出します。
　映像を見せる場合、蓄積型ファイル配信になります。　※ライブ放送も想定
　※ ARIB TR-33 準拠

（４）想定する周波数の利用形態

（５）周波数の有効利用に関する取組

● 国内に実績のある放送技術 TR33 テレビ徳島実証実験データ

（６）国内・国外における技術開発動向

３．制度・技術面について３．制度・技術面について

12

● 実証実験を希望します。
● 開始時期：2019 年 6月
● 場　　所：茨城県行方市内
● 実施期間：約１ヶ月間  

（７）技術基準等に向けて想定される課題

（８）今後、実験試験局等による実証希望の有無と開始時期・場所・期間

●IPDC 活用において、固定・移動の受信端末の普及拡大。
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１．システム名称： モバイル放送サービス

・注釈： 同じ周波数帯で 2016 年に終了した NOTTV と同様の放送で、

番組提供する会社や、運営会社を再募集することを想定。

リビング TV で視聴可能な全国向け有料番組などを、アンテナ設備の無い建物や、 
外出先のモバイル端末、自動車内や交通機関利用中に視聴の人も一定程度いた。 

・性能進化：１セグ画質程度だった衛星放送のモバ HO！(2009 年終了)に対し、

NOTTV の段階では、３セグ前後の画質相当で、スポーツ中継の得点文字も読め

て実用的になった。

・モバイル向けデジタル放送という目的は実証されていた：

ある放送関係者の方に話を聞いたところ、同じ VHF 周波数だったアナログ TV 
に比べ、ゴースト障害も無く、ビル陰でも反射波が受信できれば視聴可能で、

よく映る場所なら快適に視聴もできた。

・視聴者が伸びなかったのは、人気番組の不足に尽きる：

当初、３～４チャンネルで放送した NOTTV も、再放送などの時間が多くて、 
生放送＋インターネット通信の活用をした番組は、最後まで少なかった。

(画面タッチ反応の自動集計システムが完成せず、最後まで手集計だったし) 
後期には CS 衛星の６チャンネルが追加されていたが、人気不足だった。 
アニメファンの人が言うには、今さら古い作品の多いアニマックスでなく、

AT-X など人気の新作を放送するチャンネルを入れないのか？の意見もあった。 
せっかくのチャンネル追加も、選ぶ所を間違えていたと思われる。

・販売面の問題：店頭で「レ点営業」で形ばかりの契約をし、すぐ解約される

状態では、視聴者を増やすのは無理すぎる。携帯ショップの販売だったため、

実際に NOTTV 電波を電気店のように映して売る店も、ほとんど無かった。 
これでは、どんなに金かけてもうまくいかないだろう。

・放送免許の５年区切りは、適切だったのか？：

NOTTV は、放送免許更新の区切りと思われる５年目頃を前に撤退していますが、

2015 年まで続いた CATV 局のアナログ TV 変換サービスのため、屋内受信改善

を CATV 化できませんでした(CATV 用チューナー開発はしていた)。 
あと何年か継続するだけでも、ずいぶん結果は違ったのではないでしょうか。

(以前に行われたサービスの復活案のため、過去の経過を概要説明としました) 
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２．提案システムのサービスに関して 
(1) サービス内容 及び 需要見込み 
以前の NOTTV のサービス内容と似た形を考えています。 
視聴者が集まらなくて失敗とならないように、視聴者が見込める番組ジャンル 
を中心に考える必要があります。 
 
地上波 TV サービスなので、大都市部や県庁所在地などからとなります。 
(金のかかる、複数局の同時送信でなく、コミュニティ FM 局が平成年代初期に 
各地で誕生したように、参入したい各地の小規模な地元 TV 局として立ち上げる 
方法も考えられますが) 
(エリア１セグが従来ありますが、あまり拡がっていないようです。ワンセグと

いう小さな TV 画面が特殊だし、受信設定など、少し面倒なこともあるでしょう) 
 
中画面程度の、一般的な TV 画面サイズでも画質許容できる、手軽な３セグ放送

として、各地の CATV 局が地元向けの「コミュニティデジタル TV」として、 
ケーブル内の放送から番組編成した地元ローカル地上波にする道もあります。 
(コミュニティ FM ラジオ局の、デジタル TV 版のようなイメージです) 
 
モバイル通信事業者(スマートホンのサービス) が活用する場合は、 
MVNO 各社のように基地局回線を借りている場合は、パケット通信コストが 
不利なので、「ギガを使い切って」速度制限されて動画が楽しめない利用者に、 
制限中は、モバイル放送(NOTTV 的な地上波 TV) を楽しむようにすすめるなど、 
視聴者を開拓する余地はあると考えてます。 
(NOTTV 開始の 2012 年頃、MVNO のスマホや SIM カードも出始めて、 
そちらでも NOTTV が使えれば利用者増加に役立ったと思われるが、 
NOTTV アプリが視聴制限チェックしていて、MVNO の SIM では、 
うまく起動しないため、視聴者拡大のチャンスを逃したのではないか) 
(同じドコモ基地局の SIM によるパケット通信の電波だったにもかかわらず) 
 
(2) サービスの開始時期 
仮に、NOTTV 復活的な方向で何かするならば、比較的短期で可能とみます。 
まだ、受信チップを内蔵した対応スマホを使うユーザーも現在かなり多いため。 
例えば、東京五輪時に、地域や期間限定復活も目指せるのではないでしょうか。 
 
(3) サービスの開始に向けて想定される課題 
手を挙げる事業者がいるかは謎です。一度、撤退したサービスだから(当然)。 
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３．提案システムに関する、制度・技術的事項 
 
(1) VHF 帯の使用を必要とする理由 
NOTTV ( 207.5MHz～222MHz ) の復活提案そのものです。 
アナログ TV の跡地でもあり、TV 放送に向いていると考えられます。 
現在の地デジ TV 帯( 470～710MHz ) は UHF 帯(プラチナバンド)ですから、 
今後、携帯その他の通信用途への転用需要が日本でも世界でも増加するはず。 
そういう事態になった時、VHF 帯で改良形式の地デジ放送を開発しておけば、 
モバイル用途でも室内用途でも、便利な放送として各国で使われるでしょう。 
 
(2) 無線局の種別および目的 
以前の NOTTV 関係の会社(mmbi 社ほか) が受けた免許等と同様です。 
 
(3) 周波数、周波数帯域、通信方式など 
207.5～222MHz の、NOTTV (モバイルマルチメディア放送) と同様。 
撤退している放送サービスの、復活提案なので。 
(セグメントの少ない、地域コミュニティ放送用などにする場合は、 
少ないセグメント、狭い周波数にしてもよいでしょう) 
 
(4) 周波数の有効利用に関する取組 
NOTTV の場合、日本全国の全部の送信所が、 
同じ周波数(207.5～222MHz 33 セグメント送信) で送信でした。 
隣接地域などが周波数をずらしている、現行の UHF の地デジと違い、 
ホワイトスペースの無駄が無く、数年間の放送実績があったわけです。 
 
(5) 国内・国外における技術開発動向 
日本のアナログ VHF-TV 跡地の周波数に関して書きます。 
V-High帯(170～222MHz) は、欧州方式のデジタルラジオ(DAB 170～240MHz) 
と重なりますので、各国で採用が拡がる場合は注意が必要です。 
(しかし、「放送ネットワーク強靭化検討会」第４回会合資料. メーカの観点か

らのラジオ放送設備. ～インフラ輸出の観点～. 2013 年 5 月. 日本電気株式会

社. 放送映像事業部. の P.5 - 6ページ目 のように、普及が遅れ気味です) 

(昨年に、FM ラジオ停波と DAB 切替えをしたノルウェーでも、実際のリスナー 
の多くは、サイマルされてた FM 側を聴取のままの人が実際には多かった) 
アナデジ FM サイマル(IBOC 方式)の米国も、スマホ内蔵 FM など多数のはず。 
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(6) 技術基準等の制度整備に向けて想定される課題 
これについては、207.5～222MHz の外側も含めて書きます。 
NOTTV の放送時は、当初計画の資料に出ていた 12 セグ(フルセグ)画質の 
放送は行われませんでした。送信機の性能は、最大 33 セグを同時送信だから、 
今の地デジのフルセグ(12 セグ)を超える高画質放送実験もできたはずです。 
復活させるなら、4K 地上波放送など、高画質放送の開発も考えるべきです。 
今、アナログ TV 跡地として、170～202.7MHz、つまり 170～222MHz の 
全帯域が空白のままですから、この帯域で、4K や 8K の地上波 TV 放送を 
考えてもいいはずです。本当に言いたかったのは、この点です。 
 
４．その他の意見について 
2016 年に事業撤退で終了している NOTTV は、分かる人には分かる成果と、 
赤字や撤退によって、失敗例とばかりに見られる面があり、残念なことです。 
 
大きな問題点のいくつかは、 
・スマホブームの影響で、無理してスマホ内蔵 TV にしていたため、 
発熱問題や電池問題などの影響を受けすぎた 
(大きなシェアの SONY XPERIA も、NOTTV を充電台に立てたまま長時間の 
連続使用すると、発熱で電池が膨らみ、毎年夏に無償交換をしてくれていた) 
(放送終了後の昨年夏などは、電池管理ソフト更新もあり、電池は正常のまま) 
 
・CATV 再送信が時期的に無理な段階のため、室内受信が困難だった。 
これは、AM ラジオ放送などが建物内で聴けないことが多いのと共通です。 
NHK「らじる」や民放「radiko」など、インターネット配信が楽です。 
(高性能 BCL ラジオ使っても、雑音リスナーになる遠距離のラジオも、 
radiko プレミアムその他の、エリア外のインターネット配信で聴ける時代) 
 
・電池や発熱や画面サイズなど全体的に、TV 画面はスマホ視聴に向かない 
NOTTV の開局当初、シャープ SH-06D のスマホと、NEC N-06D のタブレット 
の２機種がありましたが、充電トラブル問題や充電台に立てたままの TV 視聴が

発売当初は難しかったシャープスマホに対し、NEC タブレットは安定受信でき

ました。デジタル TV の連続受信はスマホの回路も電池も負担が大きいため、 
回路や電池サイズの大きな、タブレットのほうが向いていたのです。 
画面のバランス的にも、タブレット視聴が楽だと思われます。 
最近、新機種の話題も少ないタブレット市場の活性化を考えてもいいはずです。 
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VHF帯での利用を計画する
具体的システムの提案について

平成30年12月21日
（株）ＮＴＴドコモ

© ２０１８ NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved. 1

１．提案内容について
・提案するシステムの名称及び概要
・参入主体として具体的に想定される者

２．サービスについて
・想定しているサービスの内容及び需要見込み
・想定するサービスエリア
・サービスの開始に向けた計画及び想定される課題

３．制度・技術面について
・VHF帯の使用を必要とする理由
・希望する無線局の種別及び無線局の目的
・利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、送信出力、通信方式並びにそれらの理由
・想定する周波数の利用形態
・周波数の有効利用に関する取組
・国内・国外における技術開発動向
・技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
・今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、
場所及び期間

ＣＯＮＴＥＮＴＳ
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１．提案内容について
・提案するシステムの名称及び概要
・参入主体として具体的に想定される者

２．サービスについて
・想定しているサービスの内容及び需要見込み
・想定するサービスエリア
・サービスの開始に向けた計画及び想定される課題

３．制度・技術面について
・VHF帯の使用を必要とする理由
・希望する無線局の種別及び無線局の目的
・利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、送信出力、通信方式並びにそれらの理由
・想定する周波数の利用形態
・周波数の有効利用に関する取組
・国内・国外における技術開発動向
・技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
・今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、
場所及び期間

ＣＯＮＴＥＮＴＳ
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【システム名称】
共同利用型ＬＴＥシステム

【システム概要】
○公共・自営業務における課題
✔公共・自営業務では主に音声通話やテキストメッセージの送受信が行われているが、通信
の高度化により動画伝送や高速データ通信等の要望が顕在化している。
✔公共業務において、無線システムを維持・運用するには、専門の技術者を確保する必要が
あるが、特に、地方自治体など、財政難の公共団体において技術者の確保、育成が難しく
なってきている。
✔公共・自営業務は、携帯電話システム等と比べると利用時間が少ないと想定され、周波数
有効利用の観点で大きな課題がある。

○課題解決のための提案
✔今回提案するシステムは、携帯電話で導入されているLTE方式を公共と民間で共同運営
するシステムであり、この手段により、以下が達成できる。
・通信高度化への対応：音声～高速データまで幅広いユーザー要望への対応が可能。
・複数組織で１つのネットワークを共同利用するため、システムの維持運用が簡素化できる。
・利用ユーザーを公共分野だけでなく民間分野にまで拡大することで、周波数の有効利用
が促進される。

提案内容について（１）
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【システムの特徴】
○VHF帯域の無線特性（低損失・回折）と基地局の高出力化により、少ない基地局数でエリア
化が可能。また、端末も高出力化、外部アンテナ搭載する必要があり筐体が大型化するが、端末
をルーター（無線中継器）にすることでスマホやパソコン等とテザリング接続して利用可能。

○LTE方式は、既に世界的規模で利用されているだけでなく、今後はさらに利用が拡大していくと
想定される国際標準システムであるため、以下のような大きなメリットが見込まれる。
・国際標準システムであるため、より低コストでの装置調達、ネットワーク構築が可能。
・将来的な技術革新、機能拡張にも速やかに対応することが可能。

提案内容について（２）

基地局

～数十km（大ゾーン方式）

VHF帯域スマホ・パソコン等

テザリング接続
（Wi-Fi通信）

端末

VHF帯域

コアネットワーク

インターネット

監視
制御

【参入主体（免許人）】
公共業務・民間業務の関係者を束ねる第三者機関

Wi-Fi AP

機内Wi-Fiサービス

端末
アンテナ地対空方式
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１．提案内容について
・提案するシステムの名称及び概要
・参入主体として具体的に想定される者

２．サービスについて
・想定しているサービスの内容及び需要見込み
・想定するサービスエリア
・サービスの開始に向けた計画及び想定される課題

３．制度・技術面について
・VHF帯の使用を必要とする理由
・希望する無線局の種別及び無線局の目的
・利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、送信出力、通信方式並びにそれらの理由
・想定する周波数の利用形態
・周波数の有効利用に関する取組
・国内・国外における技術開発動向
・技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
・今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、
場所及び期間

ＣＯＮＴＥＮＴＳ
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【想定しているサービスの内容】
従来の公共・自営無線システムでは実現できなかったサービスが、共同利用型LTEシステムにより
提供できると考えられる。提案システムのコンセプトは、以下の通り。
✔『陸・海・空のあらゆる場所で、いつでも確実にLTE通信ができること』
✔『政府、自治体、企業向けのプライベート網として利用できること』

6

サービスについて（１）

※総務省情報通信統計データベース
総務省消防庁HP H27車両保有数
警察庁 H28年度警察白書

緊急ヘリコプター数

✔公共業務用の無線局数：623,953局
✔緊急車両数 消防車：38,439台 救急車：6,184台 警察車両：42,600台
✔警察、消防、ドクヘリ：226機

【需要見込み】

© ２０１８ NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved.

【想定するサービスエリア】
需要に応じて順次展開し、最終的には空域含む全国を想定している。

【サービスの開始に向けた計画及び想定される課題】
○開始時期
標準化対応及び制度の整備、装置の開発等考慮すると４～５年後のサービス開始となる。

○想定される課題
①端末サイズ
ＶＨＦ帯を利用する場合、波長が長くなるため端末のアンテナが長くなり筐体も大きくなるが、
端末開発の進展による小型化や、基地局・端末の送信出力を考慮した回線設計やインフラ
整備でバランスを取りつつ、サービス要件を最適化することが期待される。
②３ＧＰＰ標準化対応
携帯電話で導入されている無線方式は３ＧＰＰ(3rd Generation Partnership 
Project)で策定されるため、ＶＨＦ帯のＲＦ関連技術についても、装置開発、経済性の観
点から３ＧＰＰにおいて国際標準仕様に盛り込むことが望ましい。
３ＧＰＰ標準化に対応するための具体的な仕様、要求条件については国内外のベンダと共
に検討する必要があるが、標準化までの期間は約３年かかる見込み。
③制度整備等
公共ユーザーと民間ユーザーが共用することが有益であり、即ち公共業務用と電気通信業務
が同一周波数帯を共用できる制度が必要と考える。

7

サービスについて（2）
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１．提案内容について
・提案するシステムの名称及び概要
・参入主体として具体的に想定される者

２．サービスについて
・想定しているサービスの内容及び需要見込み
・想定するサービスエリア
・サービスの開始に向けた計画及び想定される課題

３．制度・技術面について
・VHF帯の使用を必要とする理由
・希望する無線局の種別及び無線局の目的
・利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、送信出力、通信方式並びにそれらの理由
・想定する周波数の利用形態
・周波数の有効利用に関する取組
・国内・国外における技術開発動向
・技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
・今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、
場所及び期間

ＣＯＮＴＥＮＴＳ
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制度・技術面について（１）

9

【VHF帯の使用を必要とする理由】
周波数の違いにより伝搬特性が異なるため、目的のサービスエリアを確保するための基地局数が
大きく増減する。ＶＨＦ帯域は伝搬損失が少なく電波が回折する特長があるため、少ない基地局
数で広いサービスエリアの構築が可能となり、インフラ投資コストと運用コストの低減が実現する。

←エリア端と仮定

伝
搬
損
[d
B]

距離[km]

周波数が低いほど
サービスエリアは広くなる

自由空間伝搬損失

【希望する無線局の種別及び無線局の目的】
今回提案するシステムは、携帯電話で導入されているLTE方式と同等のものを想定している。
・基地局 ：FB
・陸上移動局：ML
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制度・技術面について（２）

10

【利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、送信出力、通信方式並びにそれらの理由】
○希望する周波数：207MHz～222MHz
ＶＨＦ帯域は伝搬損失が少なく電波が回折する特長がある。この特長を活かすことで少ない
基地局数で広いサービスエリアを構築し、インフラ投資コストと運用コストの低減が可能である。

○占有周波数帯幅：15MHz
占有周波数帯幅が広いほど高速データ通信が可能となるため、３ＧＰＰの規格で定められて
いるチャネル帯幅の15MHzを希望する。

○送信出力
少ない基地局数で広いサービスエリアを効率的に構築可能となるよう適切な出力とする。
参考：実証実験は８０Wで実施。

○通信方式：ＴＤＤ方式
上り（端末⇒基地局）と下り（基地局⇒端末）の通信を効率よく実現するためには、同じ
キャリア周波数、周波数帯域を用いて時間スロットで分割して信号伝送を行うＴＤＤ方式が
最適である。

【想定する周波数の利用形態】
日本全土でのエリア化を想定しているため専用帯域を希望する。ただし、一部の地域をカバー
する場合は、本システムがカバーしない地域での他システムの運用は可能。

© ２０１８ NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved.

制度・技術面について（３）

11

【周波数の有効利用に関する取組】
周波数の利用効率を高め、柔軟なユーザーチャネル割り当てを実現するため、携帯電話で導入
されている変調方式のＯＦＤＭＡ（直交周波数分割多重アクセス方式）及びＳＣ－ＦＤ
ＭＡ（シングルキャリア-周波数分割多重アクセス方式）を採用している。
○超高密度な周波数の並べ方（ＯＦＤＭ）により周波数の隙間が無くなるため、周波数利用
効率が高い

○周波数とタイミングを異なるユーザーに割り当てられるため、多重アクセスに適している
○ＳＣ－ＦＤＭＡは回路の消費電力が少なく、ＯＦＤＭＡとの相性が良い

OFDMA概要 SC-FDMA概要

強さ
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制度・技術面について（３）

12

【国内・国外における技術開発動向】
○ＶＨＦ通信システムの開発・構築
パートナー企業と共に基地局装置、アンテナ、端末等を開発して宮城県内に大ゾーン方式の
実験基地局を３カ所設置した。実験局の中心周波数は１９０ＭＨｚ帯であるが、今回の
調査対象となるＶＨＦ帯と隣接しているため、技術的対応は可能と考える。

○パートナーと連携したフィールド実証実験
利用ユーザーの掘り起こしに向けて各組織、団体、企業へ実験参加の呼びかけを行い、実験シス
テム見学会、勉強会を企画した。賛同頂いたパートナーと共にフィールド実証実験を行い、実験結
果についてプレスリリースで公表したところ、新聞やＷｅｂ記事で取り上げられた。
（別紙１、２参照）

【技術基準等の制度整備に向けて想定される課題】
○災害時等の公共ユーザーの優先接続性の整理
○有害な混信を発生させないための適切な運用ルールの整備

【今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、場所及び期間】
実証実験を実施済みのため不要。

© ２０１８ NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved.

（別紙１）

13

【ヘリコプターからの映像伝送実験】
2016年8月29日に締結した仙台市とドコモの連携協定※1で推進する『防災・減災』『近未来技術
の実証』の取り組みの一環として、仙台市の消防ヘリコプターに本システムの実験端末を搭載し※2、ヘ
リコプターカメラからの映像伝送と救助隊員役に装着したウェアラブルカメラの現場映像を実験端末を経
由して地上の複数拠点へリアルタイム伝送することに成功した

※1：2016年8月に仙台市とICTを活用したまちづくりに関する連携協定を締結
https://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/2016/08/29_00.html

※2：国土交通省航空局に実証実験の確認を行い、許可を得ています。

映像伝送フィールド実験 実証実験時の写真
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（別紙２）

14

【航空機Wi-Fiサービスの高速化実証実験】
実験航空機から実験電波を発射して、上空から商用Wi-Fiサービスに接続し、音声通話、インターネ
ット接続、動画配信等のコンテンツサービスの品質を検証した。またエリア品質、干渉レベル、ネットワー
クの通信ログ、スループット等を測定し上空で利用可能なサービスエリアを検証した。
実験の結果、基地局から高度最大28,500フィート（8,700m）、半径最大93kmの上空エリアカ
バーを確認した。また、航空機の巡航速度が230ノット（430km/h）において受信時最大27Mbps
の通信速度で地上との通信を確立することができた。さらに、機内Wi-Fiサービスにおける利用シーンを
想定したインターネット通信、メールやメッセージの送受信、及びライブ映像の視聴、電子雑誌の閲覧
等のリッチコンテンツサービスが地上と同様に機内でも利用できることを確認した。

航空機Wi-Fiサービス実験 実証実験時の写真

© ２０１８ NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved.
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放送用周波数の活用方策に関する検討分科会
公開ヒアリング資料

株式会社シーエスファーム
代表取締役 松本 昇

2019/1/25

株式会社シーエスファームについて
 ２０１２年５月設立
 代表取締役 松本 昇
 社員数 ２名
 ICTコンサルティング業務
 IoT、無線関連製品開発・販売
 営業支援業務 ：各種通信機器販売
 日本インターネットプロバイダ協会会員、森林環境整備財団特別理事、ブロードバンド推進協議会ベンチャー会員
＊ 主に携帯通信事業者、ICT関連企業に、新規参入を希望される会社様への

コンサルティングを得意とします。
＊ また、ハードウエア開発、マイコン設計者、量産工場などノウハウを持つパートナーとともに、

新製品開発など企画立案をおこなっております。
＊ 最近の２年間は、携帯電話インフラ事業の投資シュリンクの影響から、新規事業開発を

推し進めており、IOT、TVWS、sXGP、地域BWAなどをキーワードに事業開拓を展開。
＊ 地方の活性化などの活動を通じて地域おこしや都市と地方の人的交流を支援しています。
＊ 海外メーカーへの技適取得支援などを通じて近年の無線通信利用のの

急激な変化を感じている１零細企業家です。
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VHF帯での利用を計画する具体的システムの提案について

拠点となる現場事務所など 山間部、島嶼部や地域集落

LANケーブル LANケーブル

VHF無線通信VHF無線バックホール VHF無線バックホール

拠点となる現場事務所など 山間部、島嶼部や地域集落

LANケーブル LANケーブル

VHF無線通信VHF無線バックホール VHF無線バッ
クホール

WiFi

２）無線LANを使用して離れた地点間をネットワーク化

１対１の無線通信バックホールを利用した長距離通信による、携帯電話不感地域にWiFi利用可能とする
インフラを構築する提案です。
VHF帯の利点である長距離通信と、昨今のスマートフフォンがWiFiと携帯通信のシームレスな通信切り替えを
利用することにより、新たな端末開発などを必要としない敷居の低い通信利用を想定した提案です。
使用する装置は、シンガポールのWHIZPACE社が開発した400MHz帯バックホールの周波数をシフトする前提。

１）基本となる通信方法

様々な接続構成
拠点となる現場事務所など

山間部、島嶼部や地域集落

LAN
ケーブル LANケーブルVHF無線通信

VHF無線バックホール VHF無線バックホール

山間部、島嶼部や地域集落

LANケーブル

VHF無線通信

VHF無線バックホール
ホッピングによる延長

VHF無線バックホール

WiFi

ブロードバンドルーター

インターネット

VHF無線バックホール

VHF無線通信
①ブロードバンドルーター経由で
インターネット接続
②スター型接続による複数拠点との通信
③ホッピングによる到達距離延長

クラウド上のサーバーなど

山間部、島嶼部や地域集落
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アプリケーション（１）

拠点となる現場事務所など 山間部、島嶼部や地域集落

VHF無線通信
インターネット

クラウド上のサーバーなど

単純データ伝送

IP電話ネットワーク

SIPサーバー

VHF無線通信

拠点となる現場事務所など

アプリケーション（２）
防災無線ネットワーク

VHF無線通信

拠点となる現場事務所など

PTTトランシーバーネットワーク

VHF無線通信

拠点となる現場事務所など

40



想定する設置場所長崎県 対馬市 を想定したシミュレーション

株式会社シーエスファーム
携帯不感地域・光ファイバー敷設困難地域をカバーする防災通信・放送システム事業【防災】

ベースとなるWHIZPACE製品についての実績
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Functional specs:
- No need to line of sight communication
- Long range communication up to 10 km (line-of-sight) 
- Flexible data rates ranging from 250kbps to 54 Mbps (with channel 
bonding)

- Supports point-to-point & point-to-multipoint (star topology)
- Supports 25 concurrent users and up to 2,000 connection associations
- Supports various networking and routing protocols such as TCP/IP & 
UDP

- Supports traffic prioritization queues for video, voice and data 
applications

- Secured communication with WEP, WPA or WPA2 encryption
- Supports 24V/48V Power-over-Ethernet for ease of deployment
- Operation in license-exempt TV White Space bands
- Option of IP65/IP67 ratings for outdoor deployment

All rights reserved by Whizpace Pte Ltd

ヒアリング項目（１）
１．提案内容について
（１） 提案するシステムの名称及び概要

VHF帯を使用した長距離バックホホール通信による携帯電話不感地域対策システム
（２）参入主体

現時点では具体案はありませんが、地方自治体や事業化にご協力いただける企業さまを想定します。
2．サービスについて
（１）想定しているサービスの内容及び需要見込み

自治体における携帯電話や通信不感地帯対策など。
（具体的に対馬市さまなどから期待を頂戴しております。）

（２）想定するサービスエリア
ポイントto ポイントによる狭小地域をWiFiエリア化

（３）サービス開始に向けた計画及び想定される課題
現時点では具体的なスケジュールを算定しておりません。
課題については開発費用や設置の非有用などの資金面が
弊社では準備することが困難であり、かつ免許人についても現時点では
具体的な対象者がございません。
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ヒアリング項目（２）
３．制度技術面について
（１）VHF帯の使用を必要とする理由

長距離通信を実現するために大変使いやすい周波数帯であるため。
また、１４６−１５６MHzの 10MHz幅よりもBWが広いのも利点がある点。

（２）希望する無線局の種別及び無線局の目的
固定局 目的はバックホール通信による遠隔地をWiFiエリア化を目的とする。

（３）利用を希望する周波数、周波数帯、チャネル数、送信出力、通信方式、並びにそれらの理由
207.5-222MHz, VHF-H, 2CH, 11-30dBm(調整可能), 独自方式, ベースとなる機器からの改造を想定

（４）想定する周波数の利用形態
LBT（ Listen Before Talk)と動的データベース（ETSI TS103 145/TS103 143、 GLDB)

運用による周波数の効率的利用
（５）周波数の有効利用に関する取り組み

（４）に同じ

ヒアリング項目（３）
３．制度技術面について

（６）国内・国外における技術的開発動向
シンガポール、北米、UKでは（４）に準じる TV white Space利用が進んでいる。
（＊VHF帯とは関連しませんが、周波数共用の仕組みは参考になるという意味）

（７）技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
周波数共用に向けた技術開発、実証実験に要するコスト、期間など。

（８）今後実証実験等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、場所及び期間
実証実験を希望します。
開始時期については具体的なスケジュールは未定。
場所についてはご協力いただける自治体さまや企業さまに依存します。
場所、期間についても上記同様です。
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Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

2019年01月25日
株式会社富士通ゼネラル

V-High帯域の活用方策
「公共ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ移動通信ｼｽﾃﾑによる
国土強靭化と豊かな地方社会の創生」

目次目次
はじめに
＜１ 提案内容について＞
(１) 提案するシステムの名称及び概要
(２) 参入主体（免許人）として具体的に想定される者

＜２ サービスについて＞
(１) 想定しているサービスの内容及び需要見込み
(２) 想定するサービスエリア
(３) サービスの開始に向けた計画及び想定される課題

＜３ 制度・技術面について＞
(１) VHF帯の使用を必要とする理由
(２) 希望する無線局の種別及び無線局の目的
(３) 利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、チャンネル数、送信出力、通信方式並びに

それらの理由
(４) 想定する周波数の利用形態
(５) 周波数の有効利用に関する取組
(６) 国内・国外における技術開発動向
(７) 技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
(８) 今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、場所及び期間

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED1
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はじめにはじめに
近年、予測不能な大規模災害が多発

 東日本大震災（2011/3）
 広島土砂災害（2014/8）
 熊本地震（2016/4）
 H30年度に発生した大規模災害

 大阪府北部地震（6/18）、 北海道胆振東部地震（9/6）
 西日本豪雨（6/28-7/8）、台風21号（9/4）、台風24号（9/30）

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

公共ブロードバンド移動通信システムによる訓練の模様 (総務省北陸総合通信局発表資料より抜粋)
「H29年度富山県総合防災訓練において通信・放送確保訓練を実施」(平成29年9月30日、富山県アルペンスタジアム/立山町役場
等) 」 (総務省 北陸総合通信局, http://www.soumu.go.jp/main_content/000548084.pdf)

2

１．提案内容について１．提案内容について
（１） 提案するシステムの名称及び概要

 提案するシステムの名称： 「公共ブロードバンド移動通信システム」
 通称 「公共ＢＢ」
 本システムは、ARIB STD-T103規格に準拠した移動通信システムです。
 VHF帯を利用し、可搬型で持ち運びできる自営の広帯域移動無線システムです。
 上り最大10Mbpsの通信能力を持ち、約1.5Mbpsのフルハイビジョン映像を、リアルタイムに複数の映
像配信が可能。

 約27km（理論値）の見通し通信が行え、距離やスループットは下がるが見通し外通信も可能。

 提案するシステムの概要
 免許人の対象を、災害対策基本法にて内閣総理大臣が指定した指定行政機関や指定地方行政機
関に加え、公共BBを必要と考える 「指定公共機関」、「指定地方公共機関」 を対象とすることを提
案します。 貴重な周波数資源を、普段から全国各地の社会生活の様々な場面で広く利用いただくこ
とで、豊かな地域社会創生のお役にたてるものと考えます。

 免許人拡大に向け、周波数割り当ての増加を提案します。
 弊社は、今般提案対象のVHF帯において、このシステムの利用を計画又は想定する者ではありません
が、前記の「公共ブロードバンド移動通信システム」とこれに関連する機器を提供する者として、対象の帯
域を効果的に利活用するという観点から、技術的な可能性・実現性について検討し提案いたします。

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED3
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１．提案内容について１．提案内容について
（１） 提案するシステムの名称及び概要

 公共ブロードバンド移動通信システム
 コンパクトで可搬性に優れ、災害時などに現場の状況に応じた柔軟な運用と、高速・長距離伝送を
提供。 中継伝送による見通し外通信も提供可能。

 既存のVHF帯(170MHz～202.5MHz)とガードバンドに加え、今回提案する周波数を拡張。
(今回の検討対象帯域に隣接する帯域)

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

×6CH

公共BB使用周波数帯
（１７０MHｚ～２０２．５MHｚ）

今回提案する
周波数帯

現ガードバンドを
通信チャネルとして

活用

4

[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(1/5)[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(1/5)

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

災害時などに現場映像を対策本部などに伝送できる移動通信システム
～コンパクトで可搬性に優れ、高速・長距離・中継伝送が可能～

無線機のコンパクト化を図るとともに、高速・長距離伝送モードの採用、ビルや山などの障害物で
電波の届きにくい地域でも中継伝送が可能な可搬型の移動通信システムです。

「公共ブロードバンドに対応した移動通信システムを発売」 (2017/9/29 弊社プレスリリースより)
https://www.fujitsu-general.com/jp/news/2017/09/17-N03-18/index.html

5
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[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(2/5)[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(2/5)

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

可搬型基地局と移動局の区別がなく、多様で柔軟なシステム構成が可能

無線機のソフト設定により、可搬型基地局としても移動局としても使用でき、災害の場所や規模に応じた
柔軟な構成での運用が可能。

「公共ブロードバンドに対応した移動通信システムを発売」 (2017/9/29 弊社プレスリリースより)
https://www.fujitsu-general.com/jp/news/2017/09/17-N03-18/index.html

6

[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(3/5)[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(3/5)

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

電波干渉低減フィルターを無線機本体に内蔵し、コンパクト化と
長距離伝送を実現
電波干渉低減フィルターを無線機本体に内蔵し、コンパクトで（幅230mm × 奥 行
118.5mm × 高さ300mm）、軽量化(8.5kg)。200MHz帯を利用することで、
最大約27km（理論値）の見通し通信を実現。

高速伝送モード（モード２）による10Mbps高速伝送を実現
公共ＢＢのARIB標準規格「ARIB STD-T103 Ver1.2」に準拠した高速伝送モード
（モード2*）を実装。上り最大10Mbpsの映像・音声などの大量データをリアルタイム
に伝送。
*: 200MHz帯の伝搬特性に最適化した高速伝送を実現する伝送モード

「公共ブロードバンドに対応した移動通信システムを発売」 (2017/9/29 弊社プレスリリースより)
https://www.fujitsu-general.com/jp/news/2017/09/17-N03-18/index.html

7
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[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(4/5)[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(4/5)

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

可搬型基地局の中継機能により移動局間の通信が可能。
見通しのきかない地域でも威力を発揮

可搬型基地局の中継機能により、ビルや山などの大きな障害物を迂回したネット
ワークを構成し、基地局を経由した移動局同士の通信が可能。

「公共ブロードバンドに対応した移動通信システムを発売」 (2017/9/29 弊社プレスリリースより)
https://www.fujitsu-general.com/jp/news/2017/09/17-N03-18/index.html

8

[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(5/5)[ご参考] 公共ブロードバンド移動通信システム(5/5)

 主な仕様

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED

項　目 内　容
　規格 　ARIB STD-T103 ver1.2 モード1(IEEE 802.16e)、モード2(IEEE 802.16n)

　無線周波数 　200MHz帯、チャネル間隔：5MHz、チャネル：ご指定の周波数を実装
　空中線電力 　5W（37dBm）、2W （33dBm）、1W （30dBm）　※5W機の干渉低減フィルタ出力端子で測定
　占有周波数帯幅（１チャネル当たり） 　4.9MHz以下
　復信方式 　TDD
　接続方式 　UL：OFDMA   DL：OFDM
　変調方式 　QPSK、16QAM、64QAM
　FFTサイズ 　1024
　サブキャリア周波数間隔 　5.47kHz
　フレーム長 　10ms
　消費電力 　空中線電力 60W以下（送信出力5W時）
　干渉低減用フィルタ 　隣接する他の無線システムへの干渉を防ぎます

　インターフェース仕様／形状 　LAN：100BASE-TX（RJ-45）×2、無線LANアクセスポイント：IEEE 802.11a(W52)/b/g/n 準拠
　LANと無線LANの同時使用可能

　電源
　直流入力電圧：入力コネクタは２個（どちらも直流13.8V±15%、27.6V±15％に対応）
　　　　　　　　　　　シガーケーブル標準添付（12V系 or 24V系）、バッテリー電源装置（オプション）、
　　　　　　　　　　　安定化電源装置（オプション）にてAC100Vに対応

　動作条件 　温度：-10℃～50℃／湿度：90%以下(結露しないこと) 　※バッテリー：0℃～+40℃
　防水性能 　IPX4
　外形寸法／質量（干渉低減用フィルタ含む） 　230(W) x 300(D) x 118.5(H) mm（突起物含まず）／ 8.5kg以下

9
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１．提案内容について１．提案内容について
（２） 参入主体（免許人）としての具体的に想定される者

 既存の公共ＢＢは、「国、地方公共団体又は地方自治法第252条の２の２第１項の規定
により設けられる協議会が開設する公共業務用無線局」

 新たに 「指定公共機関、指定地方公共機関」への拡大
 放送事業者
 災害研究機関
 電気事業者
 ガス事業者
 その他

※ 指定公共機関とは、
災害対策基本法において位置づけられており、 内閣総理大臣が指定する国や地方公共団体と
協力して緊急事態などに対処する機関。

※ 指定地方公共機関とは、
都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事業を営む法人、
地方道路公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人で、
あらかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道府県の知事が指定する機関。

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED10

２．サービスについて２．サービスについて
（１） 想定しているサービスの内容及び需要見込み
 サービス内容

 広帯域自営通信サービス
• 平時や災害時に可搬型の無線局を運搬・設置して現場映像などの大容量データをリアルタイムに対策本部に伝送
するなどの広帯域通信サービスを提供します。

 需要見込み
 約56,000台（現在：約100台稼働中）
• 免許人の対象拡大と地方公共団体への財政支援による市場規模として、現状業務用無線の10%を想定。

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED11

指定行政機関, 
5000, 1%

指定地方行政機
関, 25000, 4%

地方公共団体, 
150000, 27%

指定公共機関, 
380000, 68%

無線局数 (560千局)
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２．サービスについて２．サービスについて
（２） 想定するサービスエリア

 陸上移動局の運用エリア
 本システムは、免許人が自然災害等で必要な場所、必要な時に、必要な無線通信業務を遂行するた
めの自営の無線装置です。 無線局種別は、陸上移動局、または、携帯基地局や携帯局を想定して
いることから、制度上で想定するサービスエリアは、当該無線局の運用エリア（免許人が設置・運用する
エリア）となります。

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED12

２．サービスについて２．サービスについて
（３） サービスの開始に向けた計画及び想定される課題
 計画

 周波数割当などの制度整備方針確定後
周波数拡大に向けた機器開発・実証等に要する期間に：約２年間

 課題
 利用環境の整備
• 周波数割り当てなどの共同利用の方策
• サービスの開始(新規の利用者への利用拡大の初期)においては、無線局設備の共同購入による共同利用の仕
組、電波利用料の見直しなど、利用者が導入しやすい環境の整備
• 普段使い（年次の防災訓練・避難訓練などで定期的に利用を含む）による、習熟と普及の促進により、効果的に
利活用する環境を整備しながら普及を図っていく
• 補助金や交付金の対象品目への追加

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED13
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（１） VHF帯の使用を必要とする理由
 見通し外でも比較的安定な通信の提供が可能

 災害は、場所、時間、天候などを選ばないため、災害時でも「天候」に影響されることなく、長距離の見
通し通信を安定に提供することが極めて重要です。 高い周波数帯では見通し外となってしまう範囲で
あっても、VHF帯であれば回折効果*による伝搬によって比較的安定な通信を行うことが可能です。

 アンテナ等の設置・運用が容易
 UHF帯以上の帯域に比べて給電ケーブルの損失が少ない、扱いやすい指向性のアンテナによる通信が
可能など、特に屋外でのアンテナ等の設置・運用が容易です。また、比較的安価なアンテナの利用が可
能です。
*回析効果: ビルや山などの影で電波の届きにくい場所へ、電波が回析して一定範囲で伝搬する効果。

【 公共BB実験風景 】
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（２） 希望する無線局の種別及び無線局の目的

 種別
 陸上移動局、携帯局、携帯基地局（陸上・海上・[上空]）

 目的
 「非常時において、現場等における映像情報等をデータ伝送することに用いるものであること」(※)
 「平時において、常時接続としないものであること」 (※)
 「習熟と普及の促進を目的とした普段使い（年次の防災訓練・避難訓練・イベントなどでの定期的
な利用を含む）」

(※) 既存の公共ブロードバンド移動通信システムに同
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（３） 利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、チャンネル数、送信出力、

通信方式並びにそれらの理由

 周波数
 202.5～222.5MHz （現ガードバンド帯域を含む）

 占有周波数帯幅
 5MHz

 チャンネル数
 １~４チャンネル

 送信出力
 ５Ｗ

 通信方式
 ARIB STD-T103

 理由
 現行システムと同じ規格を用いることにより、スムーズな運用開始につながると考えます。
 隣接周波数帯域（170.0～202.5MHz）の公共BBと同一システムとすることで、現在ガードバンドで
ある202.5～207.5MHzも効率良く使用することが可能です。

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED16

３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（４） 想定する周波数の利用体系

 利用体系
 専用割り当てによる自営通信システムとしての利用形態を想定。

Copyright 2019 FUJITSU GENERAL LIMITED17
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（５） 周波数の有効利用に関する取組

 ガードバンドの活用
 202.5~207.5MHｚ（現ガードバンド）を新たに１チャネルとして活用可能となります。

 共用運用（情報共有）
 1台の基地局無線機から共通波を活用し、複数の免許人電波が送受信できる機能が有効と考えます。
 現行機能である「セグメント通信機能」を活用することで、１チャネルを３つに分けた通信も行えます。
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（６） 国内・国外における技術開発動向

 国際標準規格化
 平成23年3月に、一般社団法人電波産業会により、“200 MHz 帯広帯域移動無線通信用無線設
備（可搬型)”（ARIB STD-T103）として国内標準規格化が実施されています。

 この規格は、IEEE802.16-2009 規格のうち、“WirelessMAN-OFDMA”を基に策定されたもので、
モバイル WIMAX 規格に準拠する仕様を含むモード１と、VHF 帯の伝搬特性を考慮した最適化を施
したモード２により構成されており、特にモード２については、IEEE802.16n として国際標準規格化
が完了しています

※情報通信審議会 情報通信技術分科会陸上無線通信委員会報告より引用
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61



３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（７） 技術基準等の制度整備に向けて想定される課題

 免許対象者の拡大
 免許対象者基準の制定 等

 利用規格
 周波数の割り当て制度、サービスエリアと固定基地局化の検討 等

 平時(普段)利用に伴う普及促進
 使用頻度の増加による周波数の有効活用およびチャンネルの切迫化に対する検討 等
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３．制度・技術面について３．制度・技術面について
（８） 今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時
期、

場所及び期間

 実証の希望
 有り

 実証の開始時期（制度整備方針確定後）
 周波数拡大に向けた装置開発 ： 1.5年
 実証期間 ： 0.5年
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「VHF帯（207.5～222MHz）の利用を計画する具体的システムの提案」

項目：サービスの開始に向けて想定される課題等

平成31年3月1日

一般社団法人電子情報技術産業協会

地上波で新たな放送技術を導入する際に、その実験等を
行うための「放送用暫定使用帯域」として使用することを提案

残存する従前の旧アナログテレビ放送の受信設備等により、
テレビ放送の混信障害等が発生しないよう、実態調査が必要

旧アナログテレビ放送が受信可能な施設が現在も
存在することが想定されるため、ＶＨＦ帯域を新た
に利用するとき混信障害等の発生を事前に「実態
調査」により把握する必要性がある。

旧アナログテレビ放送受信が可能な場合

？

地上波放送等において、今後の新しい運用開始検討に際し、
実験やリパック等を行う際に利用できる「放送用暫定使用帯域」として
新放送方式への対策に活用する。

64



VHF帯(207.5〜222MHz)を利⽤した
８Ｋ放送の実証実験

株式会社ピクセラ

2019年3⽉1⽇
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１．提案するシステムの名称及び概要

2

名称 ＶＨＦ帯(207.5〜222MHz)を利⽤した地上波８K放送の実証実験

概要 ＶＨＦ帯(207.5〜222MHz)を利⽤した地上波８Ｋ放送サービスの実証実験を、
中⼭間地域、都市部において実施する。
その結果を踏まえて東京オリンピックのパブリックビューイングにおいて
ＶＨＦ放送による８Ｋの⾼画質映像を来場者に提供する。

Copyright © PIXELA CORPORATION. All Rights Reserved.｜PIXELA CORPORATION PROPRIETARY AND CONFIDENTIAL.
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
背景 －地上波放送⾼画質化の要求

3

●2018年12⽉に衛星波による４K／８K実⽤放送が開始されたが、地上波放送に
対する⾼画質化の要望も根強い。

●地上放送の⾼度化は喫緊の課題であり、我が国の競争⼒向上を図る観点からも、
地上波で８Kの実証をすることが必要である。

●地上波の⾼画質化の時期と技術の進化とを併せて考えると地上波の⾼画質化では
８Ｋ放送も含めた実証実験を実施しておく必要がある。

衛星放送の⾼画質化と地上波放送への波及

地上波放送

衛星放送 デジタル放送
1996/6

デジタル放送
2003/12

４Ｋ８Ｋ放送
2018/12

４Ｋ８Ｋ画質の日常化

４Ｋ８Ｋ放送？

高画質化放送の開始時期
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
(1) サービスの内容および需要⾒込み

4

●地上波８Ｋ放送を実現するため、現⾏の放送波とバッティングしないＶＨＦ帯で８Ｋ地上波
の実証実験を⾏う。

地上波の場合はフェージングやマルチパス妨害が問題となる。これらの妨害に強い変調
⽅式を⽤い、都市部、中⼭間部等、多様な環境での実証実験を実施。

●東京オリンピックでのパブリックビューイングにおいてＶＨＦ波を利⽤した８Ｋ放送のプロ
モーションを⾏う。

パブリックビューイングは東京2020ライブサイトで⾏えるのが望ましい。

●実証実験後は、地上波８Ｋ放送システムとして、ＩＳＤＢ－Ｔ採⽤国をはじめとした世界各
国への８Ｋ放送インフラ（送出設備、受信機）輸出の可能性を探る。

実証実験において放送システムとしての完成度を⾼める
東京オリンピックにおけるパブリックビューイングは、我が国放送技術の強⼒なプロ
モーションの機会

●国内においては商⽤放送への移⾏の可能性もある。
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
(1) サービスの内容および需要⾒込み

5

出典：東京 2020 ライブサイト等基本計画（案） （平成３１年１⽉２５⽇）
東京都 オリンピック・パラリンピック準備局
公益財団法⼈ 東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会組織委員会

東京２０２０ライブサイトの概要

・東京2020ライブサイトの区部・多摩拠点会場については、
オリンピック期間（2020年7⽉24⽇（⾦）〜8⽉9⽇（⽇）合計17⽇間）
パラリンピック期間（2020年8⽉25⽇（⽕）〜9⽉6⽇（⽇）合計13⽇間）を基本に実施する。
・その他の会場の詳細な開催期間は、今後検討・調整する。
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
(1)サービスの内容および需要⾒込み

6

◇放送波送出の放送事業者、送出設備製造者、ディスプレイ製造者は未定

放送波送出 受信 表⽰

ジャパンコンソーシアム
（NHK + ⺠放連）

ＯＢＳ
（Olympic Broadcasting 

Services）
映像

放送事業者
送出設備製造者 (株)ピクセラ

東京2020ライブサイト
東京都
⼤会組織委員会

ディスプレイ製造者

放送⽤映像の提供

放送波

実験放送
免許の付与

●実施体制
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
(1)サービスの内容および需要⾒込み

7

●地上波による８Ｋパブリックビューイング(以下ＰＶ)
ＰＶ⽤の映像は既存の放送波を⽤いた場合、⽇本選⼿の活躍にウェイトをおいたものとなる。
⼀⽅、ＶＨＦ実証実験放送ではＰＶサイトの地域性に応じた映像とできる。

東京ＰＶサイトには海外からの来訪者が多いと考えられるので、⽇本選⼿に限らず
例えば決勝中⼼の番組編成にする等、海外選⼿にも配慮した映像とし、
被災地ＰＶサイトでは地元選⼿の活躍に配慮した映像とできる。

ＯＢＳ

ｼﾞｬﾊﾟﾝｺﾝ
ｿｰｼｱﾑ

ＰＶﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

ＰＶﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

ＰＶﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

ＰＶﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

東京

ライブサイト

被災地

ライブサイト

海外にも配慮した映像
地元選⼿中⼼の映像
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
(1) サービスの内容および需要⾒込み

8

実
施
体
制
構
築

送信⽅式の決定

受信機（ＳＴＢ）製作

ＰＶパネル接続試験

ＰＶ：パブリックビューイング

ＰＶ現地試験

送受信試験

2019/4 2019/10 2020/4
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

実環境送受信試験

実験⽤放送
免許の申請

●実施スケジュール
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて
(1) サービスの内容および需要⾒込み

9

●地上波８Ｋ放送システムの販売は、ＩＳＤＢ－Ｔ採⽤国が当⾯の対象国と
なるが、新しい放送システムであるため、その他の国も対象となる。

ー逆に⽇本の地上波８Ｋ放送システムが遅れた場合、ＩＳＤＢ－Ｔ採
⽤国でも４Ｋ８Ｋ放送では他の⽅式を採⽤する可能性もある

ー上記システムの販売開始にあたっては、技術基準等の規定の早期策定
が必要であり、そのためにも様々な実環境における試験が必須である

●放送事業者による商⽤放送へと移⾏した場合は、現⾏放送と同様の需要を
⾒込む。

需要⾒込み
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２．提案するシステムを⽤いて⾏うサービスについて

10

● ８Ｋ地上波放送を送出できる放送事業者等との体制構築後早期に実証を開始する。
⽇程の詳細は「実施スケジュール」に記載の通り

(3) サービスの開始に向けて想定される課題

(2) サービスの開始時期

● ８Ｋ地上波放送を送出できる放送事業者を含めた体制構築が必要 －現在未検討
● 地上波において問題となるフェージングやマルチパス妨害に強い変調⽅式の開発
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３．提案するシステムに関する、制度的・技術的事項

11

（３）利⽤を希望する周波数、占有周波数帯域幅、通信⽅式ならびに
それらの理由

（１）ＶＨＦ帯の使⽤を必要とする理由
ＶＨＦ帯であれば既存の放送局とバッティングすることがなく、様々な
環境下で地上波８Ｋ放送の実証実験を⾏うことができる。
東京2020ライブサイトにおいては、それぞれの地域性に応じたパブ
リックビューイングが可能である。

（２）希望する無線局の種類及び無線局の⽬的
無線局の種類：放送局(実証実験⽤)
無線局の⽬的：８Ｋ放送実証実験

８Ｋは情報量が多いため、６ＭＨｚ帯域の2ｃｈ分、合計１２ＭＨｚの利⽤
を希望する。
周波数利⽤効率向上のため偏波アンテナによるＭＩＭＯ⽅式等により１ｃｈ
での伝送が可能になった場合、２ｃｈでの実証実験を⾏う。
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３．提案するシステムに関する、制度的・技術的事項

12

（４）周波数の有効利⽤に関する取り組み
ＯＦＤＭを変調⽅式として⽤いることによりＳＦＮを可能とするほか、
最新の技術（コーデック、誤り訂正その他）を導⼊することで、周波数
利⽤効率の向上に向けた取り組みを検証することができる。

Copyright © PIXELA CORPORATION. All Rights Reserved.｜PIXELA CORPORATION PROPRIETARY AND CONFIDENTIAL.
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３．提案するシステムに関する、制度的・技術的事項

13

（５）国内・国外における技術開発動向
2019年CESにおける８Ｋディスプレイ展⽰

メーカー ⽅式 サイズ メーカー ⽅式 サイズ
Sony（⽇） LED 98インチ TCL(中) QLED TV 75インチ
Sharp（⽇） LED、⼩型８Kカメラ他 Haier(中) 75インチ

LG（韓）
OLED TV 88インチ Changhong(中) LED TV
Nano Cell TV 75インチ Skyworth（中） OLED TV 88インチ

Samsung(韓) QLED TV 98インチ Vestel（欧） LED TV 65インチ
Hisense(中) ULED TV 75インチ

●上記全メーカー（⽇、欧を除く）が19年後半に⽶国市場に投⼊予定。
●MSTAR、HiSilicon等SoCベンダーが廉価版８KSoCを開発中 → 受信機の低価格化
●Youtubeが８K映像の配信を開始。 → VODも追随を想定

よりユーザーに⾝近な放送波による８K放送が期待されると思われる
Copyright © PIXELA CORPORATION. All Rights Reserved.｜PIXELA CORPORATION PROPRIETARY AND CONFIDENTIAL.

３．提案するシステムに関する、制度的・技術的事項

14

（６）技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
●実証実験の結果を踏まえて、早期に地上波８Ｋ放送の規格を策定することが

必要。
●そのためには⽇本各地のできるだけ多様な環境において実証実験を⾏うこと

が有効である。

Copyright © PIXELA CORPORATION. All Rights Reserved.｜PIXELA CORPORATION PROPRIETARY AND CONFIDENTIAL.
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VHF-High帯の利用提案について

2019年3⽉1⽇
シャープ株式会社

Content

１．提案内容について

２．サービスについて

３．制度・技術面について
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◇名称：地上デジタル放送のマイグレーションシステム
◇概要：

・VHF-High帯を⽤いた放送システムのマイグレーションを
可能にすることで、新しい技術の導⼊を容易にし、国際
競争⼒のある⽇本⽅式の検討に⽤いることを提案する。

・また、新⽅式の早期実⽤化と旧サービスを維持するための
セーフティネットも実現できる。

（背景）
・ISDB-Tシステムは、既に実⽤化されてから15年が経過

しており、⽇本のライバルである欧州はDVB-T2⽅式を、
⽶国はATSC3⽅式を規格化済み。

・⽇本では昨年12⽉にBSで新4K8K衛星放送をスタートさ
せたが、地上放送は4K地上放送⽤周波数が確保できない
などの理由から加速できていない。

１．提案内容について

3

◇主たる利⽤⽬的：
・マイグレーションも含めた放送⾼度化のシナリオを具体化すること

を⽬的に、
「放送の⾼度化試験環境としての利活⽤（〜2022年）」
について、検討に着⼿してはどうか。
＜基本スタンス＞

- 本取組は放送事業者をはじめ様々な⽅々と議論をして進める必要がある。
- 例えば「放送⽤周波数を有効活⽤する技術⽅策に関する調査研究
（効率的な周波数利⽤の実現に向けた調査検討）」などでの活⽤を考え
てはどうか。

＜マイグレーションのイメージ＞
- 既存の地上デジタル放送を継続しながら、新放送技術を早期に実⽤化し、
段階的に新システムへの移⾏を図る。

- 同時に移⾏後のセーフティネットとして、サービス移⾏後も希望する
ユーザーにサービスを提供する。

4

２．サービスの概要（１）
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２．サービスの概要（２）

HD, 
MPEG-2

UHF

VHF high
(2～3ch)

4K/8K：新規チャンネル

4K/8K
VVC

4K/8K 
VVC

4K/8K 
VVC

現行受信機

新放送受信機
・VVC/MPEG-2両サポート

2025年～（移行期間） 2030年～（本格稼働）

MPEG-2
サポート打ち切り

2020年～

HD, 
MPEG-2

HD, 
MPEG-2

新放送受信機
・VVCのみ

4K/8K：UHF移行（一部）
HD：セーフティネット向けサイマル放送

試験
利用×

×
MPEG-2

サポート打ち切り

試験利用

HD, 
MPEG-2

HD, 
MPEG-2

（複数ch
多重利用）

（複数ch
多重利用）

UHDTV移行

5

試験利用試験利用

◇VHF帯を利⽤した地上放送マイグレーション（例）

UHDサービス
スタート

セーフティネット
（２～3ch）

6

２．サービスの概要（３）

◇想定される課題（社会的課題含む）

- 放送の⾼度化によるベネフィットの明確化

- 欧州、⽶国等放送⾼度化に対する取組みへの早期キャッチアップ
とセーフティネットの実現

- 放送の⾼度化に向けた規格作り、国際標準化、仲間づくり

- 先端技術に対する持続的な社会投資（⽇本の国際競争⼒強化）、
必要となる技術者の確保・育成
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◇VHF帯の使⽤を必要とする理由：
・地上放送で4K/8Kを実現するための伝送技術⽅式

- 総務省「地上テレビジョン放送の⾼度化技術に関する研究
開発」にて3⽅式が研究された。

３．制度⾯・技術⾯について（１）

⽅式 実現⽅法 特徴 TSレート例
⾼度化⽅式 新周波数

の割当
超多値変調
信号帯域幅変更
新誤り訂正の導⼊

39Mbps
(256QAM)

LDM⽅式 混在 ATSC3と同じ 11Mbps
(UL 32QAM)

⽔平垂直偏波
⽅式

混在 5セグメントにH/V偏波
で重畳
偏波対応アンテナ必要

18Mbps
(256QAM)

・課題
- レートを上げるためにも、新規周波数の導⼊が望ましい。

7

GB

• VHF high帯(202.5〜222MHz)の放送ch収容可能数
• 放送のチャンネル幅(6MHz)が2-3ch収容可能

202.5 222

G
B

6MHz

5.57/5.83
MHz

G
B

1.5MHz

8

◇利⽤を希望する周波数、占有周波数帯幅

３．制度⾯・技術⾯について（2）
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AVC
(H.264)

HEVC
(H.265)

VVC
(H.266)

HD@60i 10 5 3 

HD@60p 14 7 4 

4K@60p 39 20 10 

8K@60p 170 85 43 

8K@120p 238 119 60 

◇必要となる情報伝送容量の⽬安

9

注）
・HEVCの性能はAVCの倍、VVCの性能はHEVCの倍と仮定して算出

３．制度⾯・技術⾯について（3）

放送の高度化で候補となるフォーマット放送の高度化で候補となるフォーマット

[Mbps]

◇周波数の有効利⽤に関する取組、国内・国外における
技術開発動向

・次世代コーデック(VVC)の標準化作業中（2020年標準化完）
- HEVC⽐30%〜50%の性能（現時点で主観画質40%以上達成⾒込み）

・ 総務省「放送⽤周波数を有効活⽤する技術⽅策に関する調査研究
（効率的な周波数利⽤の実現に向けた調査検討）」が計画されて
いる。

10

項 ⽬ 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
VVC
国際標準化
(MPEG)

総務省
調査研究

VVC標準化完CDWD

３．制度⾯・技術⾯について（4）
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平成31年3⽉1⽇
ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社

VHF-High帯の利⽤提案について

2

提案に⾄った背景
「IoT」が話題となり、その通信⼿段として免許不要の周波数帯（920MHz帯）を使った
LPWA(Sigfoxなど)と呼ばれる無線技術が全世界的に注⽬されている。ここに国産技術とし
てELTRESが新規参⼊している状況である。
総務省の平成２９年版情報通信⽩書において、全世界のLPWAデバイス（2021年）は４億
台近くが⾒込まれる。このようにデバイス数が急拡⼤していくと、やがて920MHz帯が輻
輳状態になり、重要な情報が伝わらなくなってしまう。
そこで来るべき将来を考えると、重要課題は共通資源である電波を効率良く使うことで

ある。国産のELTRESの例では、理論限界に近い誤り訂正性能を発揮する技術を搭載する
ことで送信時間を短縮している。さらに全ての送信をGPS時刻に同期させることで、無駄
なプリアンブル送信を排除し、送信時間を押さえこんでいる。この状態においても、東京
都内の電波状況で10km以上の⻑距離通信を確認している。しかしELTRESでは、ダウンリ
ンクの機能が盛り込まれていない。 またSigfoxのダウンリンク機能は１⽇４回だけに限
定され、実⽤的とは⾔えない。
放送波を使って現実的なダウンリンク通信を世界に先駆けて実現することができれば、

来るべくIoTの実⽤化の時代において、⽇本がリーダシップを発揮できる貴重な機会となる。
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3

提案背景（その２）
電波資源を有効利⽤して確実な通信を実現するためには、ダウンリンク機能を付加することにより、
IoT機器にとって必須となる情報を送ることが重要になっている

しかし現状920MHz帯でのダウンリンクは、空中線電⼒250mWしか許されていない。さらに送信デュー
ティなど様々な制約がある。 このため電池駆動で低消費電⼒のIoTデバイスは、確実にダウンリンクを
受信することが難しい。
そこで、占有周波数帯を⽤いて、強い電波（1kW以上）でIoT機器に必須となる情報を送出する放送局の
設置が望まれる。
ここでIoT機器に必須となる情報の送信には、広い周波数帯域が必要となる。これとは逆に、様々なIoTデ
バイス個別に情報を届けるには狭帯域の放送⽅式が望ましい。従って放送⽅式としては、広帯域と狭帯
域を組み合わせたハイブリッド型が望まれる。

4

提案内容について
（１）提案するシステムの名称及び概要

– 名称： 放送波を活⽤して、多数のIoT端末に同時にデータを送信するシステムに使
⽤することの提案

– ⽬標１: IoT時代において、あらゆるデバイスからの安定な通信を実現する
– ⽬標２: 公共、公益性の⾼い分野における運⽤を優先稼働させることにより、国⺠
の安⼼や安全に寄与する無線システムの提供を⽬指す

– 概要：VHF帯ハイバンド帯を占有することとにより、次の２つを実現する
（１）２ＭＨz想定の帯域を使い、スペクトル拡散によりIoT機器に必須となる情報を送る
（２）狭帯域（１０ｋＨｚを想定）でチャネルを分割することにより、様々な⽤途に適⽤する。

（２）参⼊主体(免許⼈)として具体的に想定される者
– 公共・公益のユーザ、もしくは公益性の⾼い⺠間企業で運営する

• システムの現況
– 規格が存在しないため、策定の必要がある
– 技術の実証、およびビジネスの実証が必要である
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5

サービスについて

• 想定するIoT無線サービス

VHF-High帯
放送局

データのダウンリンク

6

サービスについて

（１）想定しているサービスの内容及び需要⾒込み
放送波を活⽤して、多数のIoT端末に同時にデータを送信するサービス

（２）想定するサービスエリア
全国を⽬標としているが、ニーズのある場所からはじめる

（３）サービスの開始に向けた計画及び想定される課題
– FY19およびFY20は技術及びビジネスの実験をおこなう
– 実験試験局等による技術の実証、規格の策定、ビジネスの実証が課題となる
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7

制度・技術⾯について①
（１）VHF帯の使⽤を必要とする理由
1. 電池駆動のIoT機器に確実に制御情報を届けるには、専⽤周波数帯が必要。
2. IoT機器は、都市部の屋内、屋内に限らず、⼭間部、海洋等の多様な場所に設置されるため、

伝搬特性など、VHF帯特有の優位性が⾒込まれる
3. 放送局より遠⽅に設置を想定する⼭間部や海洋等のインフラ⽤の受信端末に置いては、アン

テナサイズの制約は⽐較的緩いと考えている

（２）希望する無線局の種別及び無線局の⽬的
1. 無線局の種別： 放送の無線局を想定
2. 無線局の⽬的： ー

（３）利⽤を希望する周波数、占有周波数帯域幅、チャンネル数、送信出⼒、通信⽅式並びにそ
れらの理由
1. 周波数：募集対象帯域207.5〜222MHzの中から2.5MHzを想定
2. 占有周波数帯幅：2.5MHz帯中、１チャンネル（2MHz占有）＋50チャネル (10kHz占有）

8

3. 通信⽅式：スペクトラム拡散＋BPSK等

4. 送信出⼒：数kWが要求だが今後の技術実証等で検討していく

制度・技術⾯について②

スペクトラム拡散
（広帯域）

2MHz 500kHz

IoT機器個別データ放送（BPSK 等）IoT機器必須情報
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9

制度・技術⾯について③
（４）想定する周波数の利⽤形態
1. 共同利⽤（公共及び公益ユーザー）
2. 専⽤的利⽤（IoT機器利⽤）

（５）周波数の有効利⽤に関する取組
1. 広帯域（スペクトラム拡散）による帯域共通利⽤
2. 狭帯域変調により帯域分割利⽤

（６）国内・国外における技術開発動向
ELTRESは ETSIで⽚⽅向通信を標準化済み

（７）技術基準等の制度整備に向けて想定される課題
当該周波数の運⽤管理機能については、関係者、関係機関を含めた適切な議論が必要

（８）今後、実験試験局等による実証の希望有無、希望する場合はその開始時期、場所及び期間
– 技術やビジネス検討のために実証を希望する。FY19から開始する

END
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提案者：個人① 

 

１ 提案するシステムの名称及び概要 

地上波 4K放送システム  

2020～2025 年頃までの期間、地上波で 4K 放送を早期実現する送受信設備(フェーズ 1)。  

及び、2025年頃以降の期間、地上波で 4K放送を実現する送受信設備(フェーズ 2)。  

 

２ 提案するシステムを用いて行うサービス 

(1)サービスの内容及び需要見込み 

大都市圏における地上波 4K放送サービス。  

既存 UHFでは周波数が逼迫してチャンネル割り当て不可。  

放送事業者による既存の民放テレビ放送と同じ枠組みの無料放送を想定。  

(2)サービスの開始時期 

(フェーズ 1)2020年夏頃までにサービス開始。そこから逆算しての設計、建設工事。  

(フェーズ 2)2025年前後でのフェーズ 1からの移行  

(3) サービスの開始に向けて想定される課題  

(フェーズ 1)送信設備の建設期間が間に合う事。  

(フェーズ 2)放送方式の策定、及び新受像機の設計や新受信アンテナ系の普及見込みの

検討など。  

 

３ 提案するシステムに関する、制度・技術的事項 

(1) VHF帯の使用を必要とする理由  

UHF 帯域では必要な帯域幅が得られない為、及び、既存受像機の VHFチャンネルプラン

が流用できる為。  

(2)  希望する無線局の種別及び無線局の目的  

超高精細度デジタルテレビジョン放送局 地上波 4Kテレビ放送  

(3)利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、通信方式並びにそれらの理由  

(フェーズ 1)210MHz～222MHzの 6MHz帯域幅×2ch、ISDB-T 方式  

(フェーズ) 207.5MHz前後～222MHzの 3MHz帯域幅×4～5ch ISDB-Tに準じた新方式  

(4) 周波数の有効利用に関する取組 

(フェーズ 1)HEVCによる高効率画像圧縮技術。  

(フェーズ 2)偏波多重 MIMO 方式、及び HEVC またはそれ以降の方式による高効率画像圧

縮技術。  

(5) 国内・国外における技術開発動向 

国内においては 6MHz 帯域幅での ISDB-T による小規模 4K 放送実験が多数。3MHz 帯域幅

は国内外で情報なし。 海外においては、韓国で、6MHz 帯域幅による DVB-T2 方式による実

験放送後、ATSC3.0による実用放送など。  
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(6) 技術基準等の制度整備に向けて想定される課題 

(フェーズ 1)全て現行の技術水準で実現可能であり、大きな課題はなし。  

(フェーズ 2)3MHz帯域幅での MIMO放送方式の標準化が課題。  

 

※ フェーズ２に関わる技術的内容及び図面（別紙添付資料） 

 

４ その他のご意見 

まず、V-High 帯域の利活用は、そのサービスが、他の手段では実現が難しい用途に限る

べきであると考えます。  

これまでの提案では、現行の LTE などの携帯キャリア網でも実現がさほど難しくなく、

また現行の V-Lowによるサービスでも実現が可能なサービスがほとんどであり、特殊な V-

High 受信端末の必要性という観点から見れば、過去の V-High 事業と同様、受信端末の普及

が及ばず、事業として成立しなくなる可能性が容易に想定されるケースが殆どです。  

また、スマホやタブレット程度の小画面への動画コンテンツの供給なども、その伝送容

量から見れば、専用端末を必要としない現行の LTE網や Wifi網に対応したスマホやタブレ

ットでも充分であり、汎用性の高い端末に向けた様々な新規サービスが今後も可能です。  

しかし、4K 動画など、大画面向けの高精細度の動画コンテンツの配信は、伝送容量の大

きさから、上記の様な既存の媒体による伝送が難しく、放送波であれば、その媒体特性、す

なわち、なるべく低コストで多数端末に伝送できるメリットが最大限に生かされます。  

V-High 帯域の放送用途への利活用は、既に各方面で検討がされてきた事かと思いますが、

ISDB-Tmm に参入する希望者がいない以上は、元々の使途であるテレビ放送チャンネルとし

て割り当てるのが、妥当であると思います。  

しかも、UHF帯は周波数が逼迫していて、ほとんどの国民が期待している地上波 4K 放送

の割り当てもままならず、2020 年を迎えようとしています。  

隣国の韓国が地上波 4K放送を実験放送と言えども世界で初めて開始して、もう 5年が経

とうとしているにも拘らず、日本では実験放送すら計画されていない状況を見て、2020 年

東京五輪の開催期間において、地上波 4K 放送が実験放送でさえも行なわれていなければ、

技術立国を標榜する日本は世界に対しての威信や優位性を失う事にもなり得ます。  

そういう意味で、V-Highにおいては、地上波 4K実験放送が東京 2020に間に合う形で暫

定的にでも開始されている事が、日本国民の最大公約数的総意ではないか、と考えます。  

これには、2 チャンネル分でもいいから、V-High を使って総務省が強制的に大都市圏で

暫定的としてでも放送開始させる以外に方法はありません。  

また、受像機開発をしている時間的余裕はありませんので、ISDB-T(MPEG2-Systems)と

HEVC4K により、V-High テレビチャンネルで放送開始する事で、これを V-High でも受信で

きる 4K 受像機も既に市販されている事から、東京 2020 に間に合わせる事が物理的にも可

能であり、建設工事を間に合わせて実現させる事が重要です。  

また、新たな放送方式の受像機を 2020 年を過ぎてから発売開始したところで、国民の受

像機の買い替え需要は既に過ぎており、  
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次の買い替え需要が訪れる 2030 年頃まで新たな放送方式の受像機の普及は期待できず、

受像機の普及ができない放送は事業として成立し得ない事は、これまで過去の V-High事業

の歴史が証明しています。  

 

一方、総務省が｢放送の高度化に関する研究開発 180316.pdf｣で示されている方法では、

現行の HD 放送チャンネル上での 4K 共用の放送方式が示されていますが、所詮、受像機側

の普及には無理があり、現実問題として、とりわけ FDM+MIMO方式が ARIB規格に合致せず、

どこまでいっても使い物にならない事は、この分野での経験が深い方々には自明の筈です。  

また、地上波 8Kについても、番組制作機材や放送機材のコストパフォーマンスがまだま

だ悪いので、放送する側にとっても事業としての採算性はなく、採算性を無視できる事業

者にしかメリットはありません。  

地上波 8K受信世帯数をも考慮すれば、放送波としての伝送は、本来の放送波の目的であ

る｢なるべく低コストで多数端末に伝送する｣を逸脱してしまい、本来の目的であった筈の

通信衛星や有線通信による Pier to Pier接続で、8K パブリックビューイング等の目的は

達せられます。  

地上波高度化と称して地上波 8K 放送技術を開発して世界にアピールする事それ自体は

構いませんが、国民の有限財産であるテレビ放送用周波数を使って、国民生活にさほど顕

著な有益性を与えるとは思えない地上波 8K放送を行なう事は、大多数の国民の利益や総意

とは一致しません。  

もし、継続的な実験放送が必要であれば、全国規模で使用している在来の地上波 2 波の

枠内で、24 時間放送ではないチャンネルの、毎日深夜のサービス休止中などの期間を利用

して、1 日 24 時間をより有効利用する事で｢二毛作｣的な実験放送も可能で、新たなチャン

ネル割り当てをしなくても目的は達せられる筈です。  

    

今、国民が最も期待している地上波 4K 放送に関しては、上記の FDM+MIMO 方式は、既存

のＨＤ受像機との親和性が低く、総務省が要求する前提条件もクリアできていないので、

使い物にはなりませんが、しかしながらその一方で、MIMO 放送方式それ自体の偏波分離度

は高く、周波数の有効利用には非常に有益であると考えます。  

例えば、SISO6MHz 帯域幅の現行テレビ放送サービスも、この技術を適用すれば、単純計

算で MIMO3MHz帯域幅で、ほぼ同じテレビ放送サービスが成立します。  

つまり、現行の SISO6MHz 帯域幅であれば、現行 MPEG2HD の放送パラメータでも 18Mbps

程度の伝送容量が得られますので、HEVC4K 放送としても充分実用的なクォリティーの放送

伝送路が成立し、それと同程度の伝送帯域が MIMO3MHz帯域幅でも得られ、V-High帯域にお

いて 4～5局分の 4K放送チャンネルが成立します。(添付図面参照)  

すなわち、フェーズ 2として、全国区の民放系列がそれぞれに地上波 4K専用放送を各都

市圏で開始できる事になります。  

当然、新たな方式策定や受像機開発を必要としますので、2021 年以降のサービス開始と

なり、受像機普及を考慮した事業性を見極める必要もありますが、それは東京 2020が終わ
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ってから、現行 HD 放送サービスの継続完了時期も睨みながら、大阪万博の 2025 年頃を目

標に検討しても遅くはありません。  

フェーズ 2 としての MIMO3MHz 帯域幅の放送サービスは、在来偏波受信の SISO3MHz との

部分受信互換性を持つ事も可能なので、現行 UHFの HDサービスの一時退避先としての用途

や、もう一方の直交偏波での差分情報の送受信による｢スケーラブル 4K+2K｣も視野に入れ

たサービスの可能性も広がります。  

また、放送である事により、非常災害時においても、地域における高い速報性や同報性

が得られます。  

以上  
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【１】 提案するシステムの名称及び概要  

【提案するシステムの名称】 

国内全 1718 自治体向け  

地域デジタルコミュニティ放送プラットホーム 構築・運用事業用 

V-High 帯 IPDC マルチメディア放送システム

【システムの概要】 

本システムは、VHF 帯（207.5～222MHz）の周波数帯域にて、国内の全 1718 自治体

向けに地域デジタルコミュニティ放送の周波数（セグメント）とプラットホームの提供を実現するた

めのマルチメディア放送システムです。 

周波数帯域 VHF 帯 207.5～222MHz を 3 分割（A 帯：207.5～212MHz、B 帯：

212.5～217MHz、C 帯：217.5～222MHz）し、各帯、帯域幅 4.5 MHz・セグメント数

９の OFDM 変調のマルチメディア放送用の放送波を 3 波運用します。 

なお、運用する帯域幅 4.5 MHz・セグメント数９の OFDM 変調の放送波は、現在先行する

V-Low マルチメディア放送で用いられている放送波と同じ電波特性のものを用います。（勿論、

送信周波数と送信出力は異なります） 

また、全国の自治体が同時に利用できるシステムとするため、全国を 126 のブロックにわけ、送

信所を構築し、各送信所から上記の電波を送信します。（基地局設計ならびに、中継局・ギャ

ップフィラー等の補完設備は別途検討） 

各自治体に割り当てるセグメント数は、１/５セグメントとし、これを基本セグメントとします。この

基本セグメントでの送信可能データ量、80kbps（音声 50kbps＋データ 30kbps）にて、各

自治体は、当該エリアに対して、音声・データをはじめとする各種のマルチメディア放送を放送しま

す。なお、基本セグメント以上に伝送容量が必要な自治体には、複数基本セグメント（１/５

セグ×N）を提供します。さらに、各送信点で、使用が確定しない基本セグメントは、都道府

県・行政機関・大学・研究機関・団体・企業等への利用提供を想定します。 
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【２】 提案するシステムを用いて行うサービスについて  

（１） サービスの内容及び需要見込み

１． サービス名称

国内全 1718 自治体向け  

地域デジタルコミュニティ放送プラットホーム 提供サービス 

All Community Media Stations 1718 

２． サービスの概要 

全ての自治体に、電波を配る 新たな “ふるさと創生事業” です。 

本考は、VHF 帯（207.5～222MHz）の周波数帯域にて、 マルチメディア放送のプラッ

トホームを構築し、全国の 1718 自治体（全自治体）に放送波（セグメント）を提供す

る事業考案です。

1718 の全自治体は、各々自治体もしくは、自治体が委託する事業者（地元 CATV

局・コミュニティ FM 等）にて、地域向けのデジタルコミュニティ放送がスタートできます。 

これにより各自治体では、新しい地域情報・行政広報システムの運用が可能となり、通常

時の地域向けコミュニティ放送の他、発災時や緊急時においても各自治体独自の緊急放

送・災害放送を空中波で、地域に対し、放送することができようになります。 

また、マルチメディア放送の特徴を生かし、音声（ラジオ）サービスのみならず、データ系の

蓄積放送等を活用し、コミュニティサイネージやインバウンド対応等、各々の自治体の特徴

や地域のニーズに合った地域型マルチメディアサービスへの展開が可能となります。 

さらに本考では、プラットホームの提供サービスの他、各自治体でのマルチメディア放送の立

上げ、運用の支援、共通番組の制作・提供、全 1718 自治体のデジタルコミュニティ放送

がリアルタイムで聴くことができ各地域の情報発信の拠点となる WEB サイト・スマフォアプリ

の構築・運営や受信端末の流通業務等への展開を想定します。 

「All Community Media Stations 1718」という新しいメディア・スキームを通じて、我が国の新

しい放送文化の創生と、各自治体における地域情報基盤の強化・地域活力増進、なら

びに、災害時の緊急情報の伝達の確実化・強靭化に貢献するものと考えております。 
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３． サービスのポイント 

１） 全国の 1718全ての自治体で、デジタルコミュニティ放送が実施できます。
「ふるさと創生事業（1988～1989 年）」の電波版的事業 

※本考は、「1 億円を配る」のではなく、全国の全ての自治体に
“メディア/放送波”を配る ＊＊（新元号）のふるさと創生事業となります。

２） 全ての自治体が公平に電波を利用できる仕組みです。
現行のコミュニティ FM ように、先行開設局との周波数バッテキング（帯域枯渇）によ
り、後発計画者(地域)が開局を断念するケースはなくなります。（情報格差是正） 

※現状の周波数資源・環境において、既存の放送システムでは、すべての自治体がコ
ミュニティ放送を開局することはできません。本事業ではこの課題を解決します。

３） ハード・ソフトの完全分離で、自治体の運用負担を軽減できます。
電波の送信に関わる一切の業務を本件事業者側で行うモデルのため、自治体側で
はデジタルコミュニティ放送のコンテンツの制作のみを分担することになります。 
また、自主放送以外の時間帯は、本事業体が提供する全国共通番組を流すことで
自治体の負担なく、24 時間の放送体系が確立・維持できます。 

４） 地域の安心・安全、地域活性化に貢献できます。
緊急放送・災害放送局としての活用の他、様々な地域向け放送を展開可能です。 

５） 地域の雇用促進事業となります。
事業運営・番組制作やナレーション等、地域での雇用創出が期待できます。 
（U・I ターン受け皿に） 

６） 実放送だけでなく、IP放送との連携サービススキーム。
デジタルコミュニティ放送を電波だけでなく、IP サイマル放送を想定。これにより、放送
波の受信可能地域以外の方も放送を聴くことが可能に。 
また、全 1718 自治体のデジタルコミュニティ放送を一同に集めた WEB サイト＆スマ
ートフォンアプリを構築することで、デジタルコミュニティ放送だけでなく、全地域を集約し
た情報発信拠点の役割を担います。 

７） 音声以外の地域のためのマルチメディアサービスの展開が可能です。
マルチメディア放送の特徴を生かし、音声・ラジオ系サービス以外に IP データの空中
波伝送（IPDC）による様々な地域密着型マルチメディア型放送サービスの構築・
運用が可能となります。

８） 既存マルチメディア放送（V-Low）との連携が図れます。
V-Low 事業者との協業、送信所の共有化（施設賃借、運用委託）、V アラート
の利用自治体拡大の他、V-High・ V-Low 共有受信器の普及、等々。
※ 全国版と地域版とのすみ分け、V-High・ V-Low 問わず、我が国のマルチメディ

ア放送普及ならびに、利用者の拡大に向けた共同戦略が図れます。
（V-Low マルチメディア放送との連携については、現在のところ、当該放送事業者様とのとの協議が実施されてい

ない為、具体的内容・事項は、これからの検討案件となります） 
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４． サービスのための放送システムについて 

１） 周波数・セグメント運用の考え方

① 全国を 126 のブロックにわけ、送信所を構築

② 周波数帯域 207.5～222MHz・帯域幅 14.5 MHz を使用。

イ) 地域による周波数バッティングを避けるため、上記帯域を３分割（A.B.C

帯）、各独立波とします。

※各 207.5～212MHz、212.5～217MHz、217.5～222MHz

ロ) 1 波あたり：各帯域幅 4.5 MHz  セグメント数：９

③ 各自治体に割り当てる基本セグメント数：１/５セグメント（基本セグメント）

上記セグメントでの送信可能データ量：80kbps

 （音声 50kbps＋データ 30kbps） 

イ) 1 波で、９セグメント÷1/5＝45ch の独立サービスが可能

ロ) よって、45ch×126 ブロックで、5,670ch となり、これを全国の自治体に割り

当てます。

ハ) これを基本セグメント（１/５セグ）として、各自治体に提供します。

ニ) なお、1 送信点で、45 を超える自治体を収容しなければならない場合は、

A.B.C 帯の複数の帯域を用いての運用を想定します。

ホ) 上記基本セグメントの他、自治体の事業ニーズ合わせ、1 自治体にて複数基

本セグメント（１/５セグ×N）の提供を想定します。

ヘ) 使用が確定しない基本セグメントは、都道府県・行政機関・大学・研究機

関・団体・企業等への提供も想定します。

２） 想定される本事業の役割

① 送信所ならびに、放送センターを構築と、保守・運用。

② 放送センターから送信所までの回線の確保と、保守・運用。

③ 放送センターにて、各自治体局から送られてくるコンテンツソースのセグメント多重化

と各送信所への送出。

④ 各自治体局で、自主放送がされない時間帯向けの共通コンテンツ（ラジオ番組）

の制作と、配信提供。

※共通コンテンツの挿入は、各自治体局もしくは、各放送センターにての、音声デー

タソースの挿入を想定します。

⑤ 各自治体の緊急放送をサポートします。

イ) 各自治体の緊急放送は、各自治体局で当該局のコンテンツソースに挿入させ

る方法と、放送センターで緊急挿入する方法を想定します。

ロ) 放送センターで緊急音声の挿入は、各自治体からの音声をそのまま挿入する

方法と、テキストデータを AI が読上げ、挿入する方法を想定します。

ハ) その他、V-Low マルチメディア放送の「V アラート」との連携が図れます。

⑥ 各自治体では、電波の発信は行いません。放送局の免許は、本事業体にて一括

して取得し、各自治体は、セグメント利用のソフト事業者の位置づけとします。

92



7 

３） サービススキーム 放送の流れ （イメージ図）

４） サービス概要

●放送系サービス

イ) 音声系ラジオサービス

ロ) マルチメディアサービス

ハ）緊急放送サービス

●Web・アプリ系サービス
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５． サービスに関する補足事項 

１） 現在の国・地方自治体の施策に合致した事業を展開します

国や総務省をはじめとする関連省庁・機関との連携を図り、国や地方自治体の施策

に沿った事業展開、ならびに、国や各地方自治体に賛同・協力を頂き、全 1718 自

治体が本マルチメディア放送のプラットホームをご利用頂ける環境整備を推進を想定

します。 

※本事業推進にあたり、国のお墨付き事業や官民連携事業として成立できるスキームを

目指し、放送免許取得の他、以下の事項への実現を模索して参ります。

イ) 本事業への支援（補助金・助成金の交付、公的機関からの出資・融資等）

ロ) 国から各自治体への本プラットホーム利用勧告（全自治体にて使って頂く）

ハ) 各自治体への利用促進支援（自治体への補助交付）

ニ) 全自治体への情報伝達ルートの確立

２） 自治体が利用しやすいサービススキームを目指します

イ) 利用料金 各自治体の負担にならない金額設定

ロ) 自主放送以外の時間に放送する番組提供

ハ) 番組制作フォーマット提供 研修制度

ニ) スタジオ機器・システム構築支援

ホ) マルチメディア利用コンサルティング

ヘ) 緊急放送挿入システム

ト) IP を用いた各種自治体発信拠点の提供

※事業化検討の際には、国・地方自治体へのヒヤリング調査を実施し、行政側のニー

ズ・シーズを徹底的に洗い出し、事業計画立案に反映させます。

３） 受信端末の販売を視野に（端末流通における展開拠点の役割を担います）

各自治体が使用する端末または、各自治体が住民に配る端末は、本事業者側が

販売に関わるスキームを想定します。 

４） マルチメディア放送の機能を用いた様々なサービスを想定します

イ) 蓄積型放送

ロ) 文字メッセージ放送（耳の不自由な方へのサービス）

ハ) マルチ言語サービス

ニ) サイネージ活用

ホ) 各種マルチメディア放送の実証実験へのプラットホーム提供

ヘ) 緊急地震速報高度利用データ配信（ブロードキャスト型端末演算）

ト) J アラートデータ配信

チ) 今後のマルチメディア放送の開発フィールド提供
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５） 放送波のみならず IP を用いた、全自治体の情報集約・発信拠点化

全 1718 自治体のデジタルコミュニティ放送を一同に集めたサイト WEB サイト＆スマー

トフォンアプリサービスを展開、デジタルコミュニティ放送だけでなく、以下の情報を網羅し

た日本最大級のふるさと WEB サイトの構築を視野に入れた展開を想定します。 

⚫ 観処紹介 名所旧跡・観光情報

⚫ イベント情報

⚫ 食事処・酒処・宿案内

⚫ 特産物照会（通販・モニター）

⚫ 求人・U ターン・I ターン情報

⚫ ふるさと納税

⚫ 同窓会情報

⚫ 冠婚葬祭情報

⚫ 地域概要

⚫ 発災時の被災状況

６） 既存マルチメディア放送（V-Low）との連携 ＊構想事項（当該事業者様との協議未実施のため）

V-High と V-Low の両マルチメディア放送での共有化・運用の効率が可能な部分を

確認し、本事業に対して V-Low マルチメディア放送との協業を進め、ともに事業・会社

が拡大できるようなスキームの構築、事業展開を想定します。 

＜具体的には＞ 

イ) V-Low マルチメディア放送事業者からの設備・運用のリソース提供・業務委託

※ご提供いただく各種リソースの対価を V-Low マルチメディア放送事業者側に

支払うスキーム。

ロ) 受信端末の共用化（V-High と V-Low の両放送が受信できる端末）

ハ) V-Low マルチメディア放送が展開する「V アラート」の各自治体への売り込み

※「V アラート」の代理店的役割

「V アラート」を本サービスのオプションとして、各自治体にその利用を促す、等。

７） CATV・コミュニティ FMとの連携

地元の CATV 局やコミュニティ FM との連携を想定。

地域情報のメディアミックス、ならびに、情報ソースの重複利用による効率化、また、

CATV 局やコミュニティ FM の事業収入の向上が期待できます。

イ) 地元の自治体と連携した番組制作（自治体からの委託事業化）

ロ) 既存コミュニティ FM 放送とのサイマル放送・コミュニティ番組共有化

ハ) 電波の受信状況が良くないところへの CATV 伝送路用いた再送信伝送

ニ) 端末の販売拠点

ホ) CATV の STB への V-High・V-Low のマルチメディア放送の受信機能付加
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６．本サービスにおける前提事項ならびに、主な業務と収入項目 

１） サービスの前提

本サービスは、自治体に対して、放送波（1/5 セグメント）を有料で提供するモデルです。

なお、放送を受信する利用者は、一般のコミュニティ FM 放送と同様に、その放送サービ

スを無料で利用できることを想定しています。

但し、音声放送以外のマルチメディアサービスについては、サービスの内容により有料での

提供も想定します。

２） 本サービスにおいて、想定される主な業務

本事業体では、以下の事項を主な業務と想定します。

イ) 基本業務（自治体への放送波提供業務）

ロ) 同営業業務（自治体への営業）

ハ) 放送局開設・運用コンサルティング業務

ニ) 放送設備販売業務

ホ) 受信端末販売業務

ヘ) 共通放送番組・コンテンツ制作・販売業務

ト) 権利処理業務

チ) WEB サイト＆スマートフォンアプリサービス提供業務

リ) CM・広告営業業務

ヌ) V-Low「V アラート」販売業務（代理店業務）

ル) 各種マルチメディア放送コンテンツ開発受託業務

ヲ) 会社運営に必要な経理・財務等の管理業務

ワ) その他

３） 本サービスにおいて、想定される収入項目

本事業での主な収入項目を以下の通り想定します。

イ) 自治体からの基本放送利用料（波代）収入

ロ) 放送局開設・運用コンサルティング・システム設計収入

ハ) 自治体向け放送機器販売

ニ) 受信端末販売し

ホ) 共通放送番組・コンテンツ販売（一部、基本放送利用料に含む場合あり）

ヘ) 権利処理代行

ト) WEB サイト＆スマートフォンアプリサービス提供

（一部、基本放送利用料に含む場合あり）

チ) CM・広告営業業務

リ) V-Low「V アラート」販売業務（代理店業務）

ヌ) 各種マルチメディア放送コンテンツ開発受託業務

ル) その他
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７． 需要見込み 

本サービスの需要見込みについては、下記のとおりです。 

利用自治体数・普及率 ※各数値は概算もしくは、想定値となります。

⚫ 単位：件（自治体）

⚫ 本事業想定では、全自治体が利用する年度は、事業年度第 6 年度以降として

おりますが、国や関連機関との連携し、計画の前倒しを試み、早期の全自治体の

利用を目指した普及拡大モデルとなります。

⚫ 自治体全数 1,718 件  普及率＝利用自治体数/1718

８． 開業費用・運用コスト、等 ※以下、各数値は概算もしくは、想定値となります。

１） 送信所数・開設率

⚫ 単位：箇所

⚫ 送信所は、全 126 箇所を想定。

※「旧ジャパンモバイルキャスティング社」の事業計画内、送信所数 126 を参考。

２） 送信所開設費用

⚫ 単位 開設数：箇所、 設備費：百万円

⚫ 設備費、1 送信所あたり 1,500 百万円 （想定）

⚫ 第 4 年度で、全送信所構築

⚫ 送信所設備費の減価償却期間を 各 6 年間とします。
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３） その他の項目および、想定金額

① 自治体プラットホーム利用料（音声系ラジオサービスのみ）

⚫ 300 千円/月（3,600 千円/年）

② WEB サイト＆スマートフォンアプリサービス利用料（オプション）

⚫ 100 千円/月（1,200 千円/年）

⚫ 同オプションサービス利用率 50%

③ 本事業放送＆データセンター設備投資額

⚫ 600 百万円

⚫ 上記減価償却期間  6 年償却 年 100 百万円

④ センターから送信所までの回線費用

⚫ 600 千円

⑤ 自治体局からセンターまでの回線費用

⚫ 各自治体持ち

⑥ 共通番組制作費

⚫ ５百万円/月（60 百万円/年）

⑦ 開業費

⚫ 600 百万円

⚫ 上記減価償却期間  6 年償却 年 100 百万円

４） 資金計画

⚫ 15,000 百万円 借入を想定

⚫ 支払利息  年間 375 百万円  （利率 2.5％で算出）

５） 備考

以下の収入項目（および相対の原価項目）は、現時点では、事業収支に 

反映しておりません。 

イ) 放送局開設・運用コンサルティング・システム設計収入

ロ) 自治体向け放送機器販売

ハ) 受信端末販売し

ニ) 共通放送番組・コンテンツ販売（一部、基本放送利用料に含む場合あり）

ホ) 権利処理代行

ヘ) WEB サイト＆スマートフォンアプリサービス提供（一部、基本放送利用料に

含む場合あり）

ト) CM・広告営業業務

チ) V-Low「V アラート」販売業務（代理店業務）

リ) 各種マルチメディア放送コンテンツ開発受託業務

ヌ) その他 関連する事業収入

※V-Low マルチメディア放送との連携、リソースの有償提供、業務委託経費は、

先様との打合せができていない為、本シミュレーションに反映しておりません。

また、原価項目に国に治める電波利用料は、反映しておりません。
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９． 事業収支 （シミュレーション） 

前記の各種前提事項に基づく本サービスの事業収支は、下記のとおりとなります。 

※各数値は概算もしくは、想定値となります。
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（２） サービスの開始時期

１． サービスの開始時期 

未  定 

※未定の理由：事業主体者が決定していないため

２． スケジュール （イメージ） 

   ２０１９年 ３月  事業主体者 決定 

企画組織 JV 構築 事業体準備 

●事業計画・資金計画構築

●事業会社設立趣意書作成

●事業体幹事会社選定

●事業参画企業・出資会社募集

６月  事業会社設立 （目標） 

●放送事業免許申請

●放送システム設計・機器発注

●自治体へのアプローチ開始

●受信機規格設定・受信機製造メーカ選定

●連携事業者選定

９月  一部エリアでの予備免許取得 

●送信所・演奏所構築

●試験放送開始

２０２０年 ４月  本免許取得 放送開始（一部エリア） 

※以降、放送エリイア随時拡大
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３． サービスの開始に向けて想定される課題 

現在、精査中 

※最大の課題は、事業主体者(事業を行う母体、ならびに、事業化を検討する母体)が

決まっていないこと。

（その他、考えられる課題） 

●事業主体者の決定に関する課題

●組織構築・人材確保に関する課題

●資金調達に関する課題

●事業運営に関する課題

●放送システムの構築に関する課題

●上記制度面における課題

●送信所の選定・構築の条件交渉（地権者等）に関する課題

●各自治体の演奏所から放送局までのコンテンツ伝送に関する課題

●放送局から各送信所への伝送に関する課題

●ギャップフィラー対応に関する課題

●受信機の規格設定に関する課題

●受信機の製造に関する課題

●受信機の普及に関する課題

●電波利用料負担に関する課題

●自治体への利用営業に関する課題

●既存マルチメディア放送局との連携に関する課題

●地元 CATV 局・コミュニティ FM 放送局との連携に関する課題

●利用自治体の波代捻出に関する課題
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【３】  提案するシステムに関する、制度・技術的事項について 

（１） VHF帯の使用を必要とする理由

マルチメディア放送を実現するためには、地上波の帯域が適しているうえ、本事業のように

全国一律のサービスを実施するには、全国で使用できる帯域が必要であるため。

これらを鑑み、現在、空いている VHF 帯（207.5～222MHz）を使用することが、全

国のすべての自治体が公平に電波を使い、安心安全のための緊急情報の強靭化や福

祉向上、地域活性化等の面で、全国の地域・住民が等しく、我が国の電波行政の恩

恵を享受可能となることによる。

（２） 希望する無線局の種別及び無線局の目的

１．希望する無線局の種類 ： 特定地上基幹放送局

２．無線局の目的  ：  マルチメディア放送の実施のため 

（３） 利用を希望する周波数、占有周波数帯幅、通信方式並びにそれらの理由

１．希望する周波数帯域

207.5～212MHz ならびに、212.5～217MHz ならびに、217.5～222MHz 

２．占有周波数帯域 

    各 4.5Mhz 帯域 

３．通信方法 

    OFDM 変調  IPDC を用いた 9 セグメント ISDB-TSB 方式 

４．それらの理由 

本方式は、V-Low マルチメディア放送と同じ占有周波数帯域、ならびに、同じ通

信方法のマルチメディア放送であり、既に運用されている技術の上で展開されるため

サービスの信頼性が高い。

また、運用周波数が異なる同じ形態の放送であるため、法令等の制度面の再整

備が必要ない。

さらには、先行する V-Low マルチメディア放送を同じプラットホームとなるため、受信

端末の共用が図れ、V-Low マルチメディア放送ならびに V-High マルチメディア放

送のお互いの普及にシナジーがとれる他、同じ受信端末で V-Low・V-High の両

方のマルチメディア放送が利用できるといった利用者の利便性が格段に向上できる

要素をもつ。

（４） 周波数の有効利用に関する取組

現在、精査中 

（５） 国内・国外における技術開発動向

現在、調査中 

（６） 技術基準等の制度整備に向けて想定される課題

  現在、精査中 
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提案者：個人③ 
 
１．システム名称：「地上波デジタルラジオ試験放送」の再実施を提案 
 
・概略案：2003 年(H15 年)～ 2010 年の大阪終了、2011 年の東京終了まで、 
東京と大阪で VHF-7ch(188～192MHz) で実施されていた試験放送を、 
今回募集の 207.5～222MHz 内のどこかで、国内ラジオ各局に呼びかけ、 
再度実施することで、日本のデジタルラジオ開発を再始動する目的。 
（前回、東京の試験放送は 2007 年から増力とチャンネル増加で活発化） 
 
・デジタルラジオ放送の最近の国際情勢： 
現在、欧州各国を中心に、170MHz～230MHz などの間の V-High 帯で、 
ＤＡＢまたは、ＤＡＢ＋によるデジタルラジオ放送が展開中で、 
旧方式のＤＡＢから、新しいＤＡＢ＋への移行時期になり始めて、 
ビットレートは、新しい＋でも 96～128kBPS 付近で低めであるものの、 
デジタル圧縮技術の向上で、音質改善や多チャンネル(サラウンド等) 化が 
可能になり、しだいに従来のＦＭ放送を置き換える方向が考えられます。 
 
米国では、88～108MHz の FM 放送帯で、FM 帯域２倍(400kHz 幅)で 
「HD Radio」（アナログＦＭ＋デジタル同時サイマル）を実施中ですが、 
日本で普及進行中の「ワイド FM」(FM 補完放送) が順調に普及しており、 
76～108MHz が受信可能な FM ラジオが多数販売されているため、 
米国でも 76～108MHz に FM 放送帯を拡張して、76～88MHz の部分に、 
米国の AM ラジオ局からの転換周波数を割り当てる提案文書が出ました。 
 
以上の情勢を放置すると、76～108MHz は、今後は米国主導、かつ、 
米国方式を追いかける近隣アジア各国の、デジタル付きＦＭラジオ製品が 
主流化したり、170～240MHz 付近は、欧州系のＤＡＢが増加しそうです。 
 
現時点ならまだ、V-High 部分で、もっと高性能な放送方式開発ができれば、 
日本で対抗方式を立てる余地があります。 
 
以前の、地上波デジタルラジオ試験放送時の、ＮＨＫ、多くの民放ラジオの 
各局や、今回 V-High 提案者に含まれる、コミュニティ FM ラジオ局など、 
これに、ラジオメーカー等も集め、新しい試験放送と開発を開始すべきです。 
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２．提案システムのサービスに関して 
 
(1) サービス内容 及び 需要見込み 
 
以前の、地上波デジタルラジオ試験放送チャンネルは、全部消滅ではなくて、 
文化放送の「超！Ａ＆Ｇ＋」（一部はスタジオ動画付き番組）と、 
ＴＢＳラジオの「 OTTAVA 」は、 
試験放送当時から同時配信されていた、インターネットラジオで継続中です。 
( OTTAVA は、他のクラシック音楽系会社に売却されて継続中 ) 
 
スタジオ画像配信やインターネットラジオを実施中のラジオ局は多いので、 
試験番組が不足して困るところまでは、いかないと考えられます。 
 
近年、オーディオ製品として増加中の、ハイレゾ音源対応の番組を開発して、 
従来のＦＭ放送との同時サイマル放送になっても、高音質メリットが分かる 
ようにして、ラジオリスナーに新しい時代を知らせる時期にきています。 
( 1970 年代のオーディオブーム時、1969 年：昭和 44 年に本放送開始した、 
FM 放送からの高音質カセット音楽録音：エアチェックが流行したように ) 
 
その時から、５０年が経過した現在も、ＮＨＫ交響楽団の生放送ライブ中継は、

いまだに、ＮＨＫ－ＦＭ放送の状態のままです。後日、Ｅテレで放送ですが。 
 
ハイレゾ音源の、デジタルラジオ放送受信のリスナー需要を、 
十分に普及させて広める部分が課題だと考えられますが、 
かつて、アナログＢＳ放送実施の時に、画像はアナログハイビジョンだが、 
音声のほうは、Ａモード／Ｂモードの高音質デジタル変調で行っており、 
高画質＋高音質の衛星放送の世界的な先駆けとなった歴史もあります。 
 
Ｂモードデジタル音声の番組は、当時普及しつつある音楽用ＣＤを超える、 
ＤＡＴテープの最高音質レベルで伝送しており、番組も好評でした。 
 
高音質や高画質の放送の登場が、ＦＭの時は、カセットテープ、 
テレビ音声多重放送では、ハイファイＶＴＲなど、 
テレビのデジタル化では、ＤＶＤ，ＨＤＤ，ブルーレイのレコーダ等、 
幅広い、製品産業の裾野を広げる効果がありました。 
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(2) サービスの開始時期 
 
以前の、地上デジタルラジオ試験放送に近いレベルは、インターネット配信も 
現在各局からされており、似たレベルに戻す期間は、短いと考えられます。 
 
課題になるのは、高度なハイレゾ音源放送を新しく開発したほうがいい点で、 
ＮＨＫが８Ｋハイビジョン用に、２２．２ｃｈ音声を採用していますので、 
現在のＦＭラジオのように、２チャンネルステレオのままでは、 
ハイレゾ化していったとしても、リスナーさんが違いを聞き分けにくいため、 
うまく普及していかないだろうと考えられます。 
 
例えば、最低４チャンネルの高音質の同時音声放送からでもいいから、 
（２チャンネルは、ヘッドホン聴取向けの バイノーラル音声の放送、 
残りの２チャンネルは、スピーカーで聴くための普通のステレオ放送など） 
早期に、新しいデジタルラジオ放送の魅力を認めてもらう工夫が必要です。 
 
最近、若い女性や男性の間で、耳もとでの音声を収録している、 
ヘッドホンでの鑑賞に特化した音声作品が、人気を集めているところです。 
 
ハイレゾ音源は、音楽 CD の サンプリング周波数 44.1kHz 16bit の音より、 
96kHz 192kHz 以上のサンプリングや、24bit 32bit のデジタル変換で、 
音としても高精細な、音の表現の幅が広い音楽再生ができます。 
 
早い時期に、試験的な放送送信や、地域を限定した放送が可能であれば、 
2020 年の東京オリンピック頃に何かできる状態を目指したり、 
次の大きな機会として、2025 年の大阪万博を目指して、海外から来日する 
人々にも向けた放送展示などを、考えてもよい時期にあたります。 
 
(3) サービスの開始に向けて想定される課題 
 
現在、ＡＭラジオ各局も、ＡＭステレオ放送やインターネット配信化の時に、 
スタジオ音声設備のステレオ化は済ませていますが、これを、新しい時代の、 
ハイレゾ音源対応のスタジオ設備へと、グレードアップする必要もあります。 
 
新しい受信機器の開発販売と、買う動機になる優れた番組の開発が課題です。 
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３．提案システムに関する、制度・技術的事項 
 
(1) VHF 帯の使用を必要とする理由 
 
本提案の冒頭の概略やシステム名の通り、以前に実施した、 
地上波デジタルラジオ試験放送（当時は 188～192MHz）の再実施案で、 
アナログＶＨＦテレビの跡地電波の活用案である点は同じです。 
 
ＤＡＢやＤＡＢ＋規格 ( 170～240MHz など) への対抗案の意味もあり、 
同じ V-High 帯の、今回募集分( 207.5～222MHz)の中が良いと考えます。 
 
以前ここを使った ISDB-Tmm の受信機器を、また使う手もあるからです。 
 
(2) 無線局の種別および目的 
 
以前の、地上波デジタルラジオ実用化試験放送を行った、 
ＤＲＰの東京と大阪の送信局は、「 実用化試験局 」という種別でした。 
これを提案いたします。 
商業放送局と同様の、基幹局にすべきなら、基幹局を目指すわけですが。 
 
１０年前に状況を戻すような狙いになってしまいますが、 
日本の多くのラジオ関係者を再結集して、新しい放送を創造すべきです。 
 
(3) 周波数、周波数帯域、通信方式など 
 
前述の通り、207.5～222MHz の帯域内を想定いたします。 
前回の、地上波デジタルラジオ試験は 4MHz 幅(188～192MHz)なので、 
最大、９セグ分程度(4.5MHz 幅)か、現行の地上波デジタルテレビの幅の、 
１３セグメント( 6MHz 帯域の１チャンネルに入る) までにするか、 
実施に賛同いただける各社から意見を聞いて進めるのが良いはずです。 
 
１３セグ送信案をここで書いたのは、現行の地デジテレビ用の、 
フルセグ送信機器や、受信関連機器や、技術、部品の活用が 
考えられるからです。 
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(4) 周波数の有効利用に関する取組 
 
本提案の、地上波デジタルラジオへの再度の取り組みの目的は、 
欧州や米国大陸など各国で進む、ＡＭ放送やＦＭ放送のアナログラジオから、 
２１世紀の、デジタルラジオやインターネットラジオ時代への転換推進です。 
 
ちょうど５０年前の 1968 年(昭和 44 年) に、日本で本放送開始になった、 
(３月の NHK-FM や、12 月の FM 愛知など)、 
当時としては高音質なＦＭステレオ放送が、多くの役目を果たしました。 
 
この頃すでに、「FM 放送のチャンネルプラン」を考えた関係者もいて、 
76～80MHz は、長いこと日本では未使用の周波数にされたままで、 
その目的は、当時すでに海外ラジオ局と混信が激しかった、 
国内の AM ラジオ局を、この FM 帯の 4MHz に移転する構想でした。 
 
しかし、当時はまだ、FM 受信機器も高価であり、実際には約１０年後、 
1978 年(昭和 53 年) の、AM 局の 9kHz 間隔への変更になりました。 
その後、日本の FM 局の多局化の周波数で使われます。 
 
約５０年前の、AM 局の FM 転換構想は、近年の「 ワイド FM 」 
( FM 補完放送 ) によって、90～95MHz で実現しました。 
 
FM ラジオ製品の開発の過程で生まれた、アナログテレビ音声の聴ける、 
76～108MHz FM 受信対応のラジオ製品は、40 年前位からありますが、 
これが今は、米国も日本の FM ラジオを使う方向に来たとも言えます。 
 
AM 局の FM 転換だけでは、音質向上するが占有周波数は増えてしまう、 
しかしやはり、デジタルラジオ転換も考えていくことで、 
アナログラジオ方式の弱点 (混信対策や電波スペースの必要性) を、 
放置しない取組みをすべきだと考えます。 
 
デジタル放送のほうが混信などには強いので、同じ周波数を使う場合に、 
送信局の配置や、干渉の起きる境界付近の対策などは必要ですが、 
同じ周波数を再送信の、ギャップフィラー中継設備がデジタルは容易だし、 
電波の活用の点で、優れた面が多いと考えます。 
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(5) 国内・国外における技術開発動向 
 
今回募集の V-High 帯でなく、米国 FM 帯の V-Low 帯ですが、 
米国の FM ラジオ各局は、HD Radio (IBOC 方式) での送信をしており、 
従来 FM 互換の アナログ FM＋デジタル音声を、同内容でサイマル放送です。 
 
昨年に出ている提案書によれば、76～88～108MHz に FM 帯を拡張して、 
AM ラジオ局を、拡張した低い周波数側に割り当てて、 
ここでも、HD Radio (IBOC 方式) のアナデジ送信になると推定します。 
短距離の FM 帯で不足する局には、26MHz 付近で DRM 短波のようです。 
ここでも、短波放送(中波にも使えるが) のデジタル化が提案されています。 
 
欧州各国や、その影響が多い国の場合は、 
以前から、FM 放送を ＤＡＢのデジタルラジオに転換の構想があり、 
近年は、音質などを向上した、ＤＡＢ＋が登場し、今後普及を目指すようです。 
 
日本では、ISDB-Tsb  (地上波デジタルラジオ試験放送 や V-Low 放送)、 
ISDB-Tmm (mmbi 社の撤退で、今回募集の帯域で使用された) など、 
デジタルテレビ放送の開発で登場した技術が使われてきました。 
 
仮に、ISDB 系の規格として新しくデジタルラジオを作れるのであれば、 
ISDB-Tmm ( Terrestrial mobile multimedia ) と、 
ISDB-TSB ( Terrestrial for Sound Broadcasting ) を合わせた名前で、 
 
ISDB-Tsm (Terrestrial for sound and multimedia ) はどうかと思います。 
 
高いレベルの、デジタル音声放送の開発が目的ですが、 
商業放送としても成功しないと普及しませんので、 
1990 年代以降の、パソコンやデジタル機器やモバイル通信機器で 
多くの技術開発や利用の進歩があった、マルチメディアデータ対応が、 
重要であると考えます。 
 
音楽用 CD から、データ用 CD-ROM などに主流が移ったのは、 
パソコンの発達と共に、音や映像も含めた、マルチメディア用途が 
多くの役目を担いました。 
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(6) 技術基準等の制度整備に向けて想定される課題 
 
技術開発や制度づくりに入る前の段階になってしまった話なので、 
以前に構想を中止していた、地上波デジタルラジオの開発へと、 
日本国内のラジオ関係者を、呼び戻すことから始めることになります。 
 
構想中止 (代替策として FM 補完放送：ワイド FM 放送 に変わった) に 
なった最大の要因は、全国の送信所整備費用の問題が大きかったはずで、 
これは、ワイド FM (FM 補完放送) では、災害対策も理由となって、 
費用の１／２や２／３を、予算で補助する制度で順調に進みました。 
 
和歌山県など、一部の自治体では「上下分離」によって公設で FM 送信所を 
整備して、地元県の放送局に運営を任せる形で県内整備に成功しています。 
 
ラジオ関係者の背中を押すためにも、思い切って、 
上下分離方式により、国および、各地の都道府県の資金によって、 
送信所や最初の放送局施設のハード整備をするほうがいいかもしれません。 
 
つまり、ＮＨＫのような「公共放送」、民放ラジオ各社の「民間放送」 
というよりは、「国営放送や公営放送」という性格になるかもしれません。 
 
しかし、地方の道府県や自治体が、過疎や地域活性化に悩むままよりも、 
新しい放送整備に積極的に、公共投資をしてもらうことで、 
２１世紀の日本の新しい放送の世界を切り拓き、 
世界各国に先行して達成する成果を、他国に拡大するチャンスは、 
今の日本の現状からすれば、ぜひとも、目指すべきものだと考えます。 
 
それから、今まで何年か、放送関係で総務省から出た議事やプレゼンの 
いくつかを見ていて気になるのは、松下(Panasonic) や ソニー などの、 
放送受信機を製造販売するメーカー関係者の話が出る機会が少ない点です。 
 
現在の V-Low マルチメディア放送 ( i-dio ) の、絶望的な現状のように、 
ソニーも松下も、76～108MHz 対応 FM ラジオを売りまくっているまま、 
ラジオメーカーとして参入する気が無い状況になると、もう無理です。 
そうならないよう、本提案の検討過程では、メーカー各社の意見は聞きます。 
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４．その他の意見について 
 
以上のここまで、以前の、地上波デジタルラジオ実用化試験放送 の、 
再実施提案のような形で、ISDB 系の日本規格重視の話を書いてきました。 
 
以前から、アナログＶＨＦテレビ周波数での ISDB 系の実績もあるわけで、 
関係者の理解により、再び、開発が進む状態を期待いたします。 
 
国内の関係者の話を聞いていく過程で、 
 
米国方式の、HD Radio (IBOC 方式) を FM 放送に採用することや、 
欧州方式の、ＤＡＢ や ＤＡＢ＋ のラジオを日本でもやるべきではと、 
 
様々な意見も出てくることになるかもしれません。 
 
米国方式の HD Radio (IBOC) に、FM 局の方式を置き換える案は、 
以前に J-WAVE 関係者が、総務省プレゼンを行っていました。 
( 90～108MHz の、V-Low 跡地利用の検討過程の時だと覚えています) 
 
単に、V-High 帯での、今の各国で多い方式をやりたいだけなら、 
ＤＡＢ（今後は、ＤＡＢ＋）を選ぶ人がいてもおかしくないし。 
 
筆者は、やはり、ＤＡＢ＋の技術的な性能不足を感じたので、 
もっと強力な、高音質デジタルラジオ放送を提案すべきと考えました。 
 
せっかく、８Ｋハイビジョン＋２２．２ｃｈデジタル音声などの、 
高度な映像音声放送がスタートしている時期ですので、 
ラジオ放送としても、２１世紀にふさわしい新しい物を作るべきです。 
 
前回の東京オリンピックの、1964 年(昭和 39 年) からの当時の時期は、 
日本各地で FM ステレオ放送の、実用化試験局の整備も進行して、 
テレビもラジオも、モノラル音声番組ばかりだったものが、 
「立体放送」(当時の新聞の番組欄は「立」マーク付記) の時代へ、 
ステレオＬＰレコードと、ステレオ機器の普及へと進んでいました。 
（次ページへ） 
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（前ページの続き） 
 
ＦＭステレオ放送用に新しく開発された、 
DENON(電音)社の MC レコードカートリッジ「 DL-103 」は、 
 
最近、日本国内のレコード会社各社が、再度、製造ラインを復活させた、 
ＬＰレコード製造の、カッティングマシーンの検盤用として付属して使われ、 
半世紀以上経過した現在も、現役の技術として日本の音を支えています。 
 
FM ステレオ放送そのものも、災害時の「 臨時災害 FM 局 」や、 
AM ラジオ各局が開始した、ワイド FM 放送 (FM 補完放送) などで、 
日本のラジオを大きく支え続け、また、 
世界各国でも、長波局、AM 中波局、短波局からの FM 転換を支え、 
数多くの小型機器にも内蔵された FM ラジオとして、 
世界中の人々が、恩恵を受け続けています。 
 
( 日本の FM 補完放送の開始当初、携帯音楽プレーヤの FM ラジオを、 
海外の国のモードに設定して聴いた、日本国内リスナーや、 
ソニーや各メーカーの FM ラジオ内蔵スマートフォンを、 
「イタリア／タイ」など海外設定にして聴いた人もかなりいました ) 
 
しかし、radiko などのインターネット配信も利便性が高く、 
スマートフォン利用の若い人の多くは、こちらが便利なはずです。 
(理系の社会人の一部なら、電池やパケット節約を考えて、 
FM ラジオ受信のほうを覚えていて動かしたりはするが) 
 
数十 kBPS 程度の、低いデータレート音声の radiko 依存よりは、 
もっと高音質や他のコンテンツを目指して、 
高いデータレートのデジタル放送を可能にするデジタルラジオが、 
まだあってもいいだろうと、筆者は考えています。 
 
被災地で活躍する、臨時災害 FM 局に、欧州などのメディア取材者が 
驚きを感じたように、インターネットが不便な状況下でも、 
地域放送メディア等の情報は必要とされます。 
２１世紀の日本と世界に役立つ、電波利用の検討を期待します。 
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提案者：個人④    

  

VHF帯での利用を計画する具体的システムの提案 

 

「VHF 帯（207.5～222MHz）での利用を計画する具体的システム」については、その周波数 

有効利用の観点からも多岐の用途に使用できるよう期待されるところです。 

この VHF帯はアナログテレビ放送で使用していたため、従前の受信設備(アンテナ・ブー

スター)が残存していることが容易に推測されます。 

従いまして本周波数帯で実際に送信する際は、これら受信設備によって受信・増幅された

電波が、既存のテレビ受信機に入力され誤動作することが無いようにするなどの配慮を要望

いたします。 

さらに現行地上デジタル放送方式(ISDB-T)に近い方式での変調波および伝送パラメーター 

の場合、既存テレビに与える影響が特に懸念されます。 

これらを踏まえた上で、地上放送の高度化など、周波数有効活用のための検討を望みま

す。 

 

 

  

112




